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第1章 

本調査研究の背景・目的及び手法 
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1. 背景・目的  

1-1 本調査研究の背景  

イノベーション創出や生産性向上を促すダイバーシティ経営は、少子高齢化が進む我が

国における就労人口の維持のみならず、企業の競争力強化の観点からも不可欠であり、さら

なる推進が求められている。この観点から、企業が適切な配慮のもと障害のある方を積極的

に登用し、障害特性に応じて能力を発揮できる環境を整備していく必要がある。 

昨今、発達障害を人間のゲノムの自然で正常な変異ととらえる「ニューロダイバーシティ」

という考え方のもと、彼らの持つ特定の優れた能力を企業活動に活かそうとする動きが芽

生えつつある。実際に IT 業界において、自閉症・ADHD といった症状を持つ発達障害のあ

る方を雇用し、IT 分野での高い業務適性を活かして収益化等に成功した事例も生まれ始め

ている。 

 

1-2 本調査研究の目的  

本調査事業においては、「ニューロダイバーシティ」という新たな概念を多くの企業が

取り入れるインセンティブとなるエビデンスを取得し、取組の方法論を構築するための調

査を実施した。特に、先行研究でその特定能力との親和性が報告され、政府としても人材

確保が喫緊の課題となっているデジタル分野にフォーカスして調査を行った。 

 

1-3 本事業における表記について  

 本事業においては、発達障害者支援法などの法的表記に基づき、「障がい」「障碍」などで

はなく「障害」という表記を用いた。 

また、「障害者」という表現は用いず、「障害のある人」「障害のある方」という表現を用

いた。米国では「People First＝障害者である以前にひとりの人間である」との概念に基づ

き、「disabled persons（障害者）」ではなく「persons with disabilities（障害のある人）」

という表現が用いられるようになってきている。本事業としても、障害の有無に関わらず全

ての方がそれぞれの持つ特性・個性を活かし能力を発揮できる社会を目指すダイバーシテ

ィ経営推進の観点から、People First の概念を取り入れこれに準じる表現を用いることとし

た。 

 

1-4 ニューロダイバーシティの定義  

ニューロダイバーシティ（Neurodiversity、神経多様性）とは、Neuro（脳・神経）と
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Diversity（多様性）という 2 つの言葉が組み合わされて生まれた、「脳や神経、それに由来

する個人レベルでの様々な特性の違いを多様性と捉えて相互に尊重し、それらの違いを社

会の中で活かしていこう」という考え方であり、社会運動を指す言葉である。特に、自閉ス

ペクトラム症、注意欠如・多動症、学習障害といった発達障害において生じる現象を、能力

の欠如や優劣ではなく、『人間のゲノムの自然で正常な変異』として捉える概念でもある。 

発達障害のある人が持つ特性（発達特性）は、パターン認識、記憶、数学といった分野の

特殊な能力と表裏一体である可能性が最近の研究で示されており、特にデータアナリティ

クスや IT サービス開発といったデジタル分野の業務は、ニューロダイバースな人材の特性

とうまく適合する可能性が指摘されている。 

 

図表 1-1 発達障害の主な種類と特性、強み 

 

 

一方で、これらの人材は、発達特性により、コミュニケーションが不得手であったり、条

件が揃わないと集中力が続かなかったりすることもあるため、企業組織内でその能力を十

分に発揮するためには、周囲の支援や配慮も必要だと言われている。例えば、聴覚への刺激

過多を防ぐために、イヤーマフを装着することを認めるのは、その典型例と言われている。 

このようなニューロダイバースな人材は、企業がこれまで採用してこなかった「未開拓人

材」として、そして特に成長産業であるデジタル分野に親和性の高い人材として、注目を集

めている。一定の配慮や支援を提供することで「発達障害のある方に、その特性を活かして

自社の戦力となっていただく」ことを目的としたニューロダイバーシティへの取組みは、デ

ジタル化がますます加速する世界において、大いに注目すべき成長戦略と言える。 
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よって、本事業においてニューロダイバーシティとは、「発達障害において生じる現象を、

能力の欠如や優劣ではなく、『人間のゲノムの自然で正常な変異』として捉える」という基

本概念をベースとして、これを企業活動に活かすことまでを含むものとする。 
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2. 実施手法  

2-1 取組み事例調査ヒアリング  

国内外の企業において、発達障害のある方を雇用し、その適性を活かして業務に取り組ん

だ事例に関する調査を行った。手法としては、Web 情報・文献を用いたデスク調査に加え、

特に先進的な取組みを実施している 9 社を対象としたヒアリング調査も実施した。 

 

（１） デスク調査 

まずは企業によるニューロダイバーシティへの取組みが先行している欧米における現状

や具体的な取組み内容を調査し、国内企業の取組みを詳細に調査する際のヒアリング項目

を設計する基盤とした。 

調査手法および調査結果の詳細は第 2 章に詳述する。 

（２） 就労支援機関へのプレヒアリング調査 

国内において発達障害のある方の就労支援を、その適性を活かすことを目指して実施し

ている、民間の就労支援機関 2 社に協力を依頼し、国内において発達障害のある方を雇用

し、その適性を活かして業務に取り組んでいる企業の事例や、発達障害のある方の就労に関

する環境や今後の課題等についてプレヒアリングを実施した。 

調査手法および調査結果の詳細は第 2 章に詳述する。 

（３） 先進取組企業へのヒアリング調査 

 （１）デスク調査に基づき、ニューロダイバーシティへの取組みを調査するにあたって必

要な観点を調査項目としてまとめた。 

また、（２）プレヒアリング調査の結果と各種公開情報を踏まえ、最終的にヒアリング対

象として 9 社抽出し、調査項目に関してヒアリングを行った。また、（１）デスク調査で対

象とした欧米の取組みの中から、特にニューロダイバーシティに特化した取組みを実施す

る海外企業 1 社に対しても、同様にヒアリングを行った。 

 計 10社ヒアリングを実施した後、各企業の取組み内容の共通項や好取組の要素を整理し、

今後企業がニューロダイバーシティに取り組む際の参考となるよう、方法論をとりまとめ

た。 

 加えて、個々の企業の努力だけでは解決・推進することが困難である事柄もあるため、こ

れを支援し、企業によるニューロダイバーシティへの取組みを推進するために、広く公的に

政策として取り組むべき事項を政策提言として整理した。 

ここに、調査にご協力いただいた各企業に、心より御礼を申し上げたい。調査の手法およ

び結果は第 2 章に詳述する。 
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2-2 ダイバーシティと生産性向上に関するフィールド検証  

企業がニューロダイバーシティに取り組むインセンティブとなるエビデンスを取得する

ことを目的として、取組を実施することで健常者を含む職場全体のイノベーション創出促

進や生産性向上につながることを検証した。 

ヒアリング調査に参加いただいた企業を中心に協力を依頼し、8 社 264 名から協力を得

ることができた。 

並行して、本事業にアドバイザーとしてご参画いただいた東京大学先端科学技術研究セ

ンター当事者研究分野の熊谷晋一郎准教授・松尾朗子特任助教のご指導の下、フィールド検

証の実施方法および実施内容について検討し、アンケート調査票を作成した。 

続いて、令和 4 年 1 月 28 日～令和 4 年 2 月 14 日にかけてアンケート調査票を被検者に

配布し、198 名から有効な回答を得た。この結果を熊谷晋一郎准教授・松尾朗子特任助教の

監修の下で分析し、考察を行った。 

ここに、調査にご協力いただいた各企業および熊谷晋一郎准教授・松尾朗子特任助教に、

心より御礼申し上げたい。調査の手法および結果は第 3 章で詳述する。 

 

2-3 調査結果レポートの作成  

上記２－１および２－２の結果を、企業向けに周知し、ニューロダイバーシティへの取組

みを啓発すると共に、個々の企業が取り組むにあたって参考としていただけるよう、調査結

果レポートとして取りまとめた。 

作成にあたっては、「ニューロダイバーシティへの取組みは、企業にとって人材獲得とイ

ノベーション・生産性向上に繋がりうる成長戦略である」というキーメッセージを軸とした。

具体的には、（２）で示された企業のインセンティブを簡潔かつ定量的に解説すると共に、

実際に取り組む際の方法として（１）の方法論を詳述することで、企業がニューロダイバー

シティへの取組み意義と実際に取り組むための方法をまとめて認知できる形とした。 

作成の手法と成果物は第 4 章で詳述する。
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第2章 

取組み事例調査ヒアリング
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1. 調査手法  

1-1 デスク調査  

（１） 調査対象 

 主に海外を中心にニューロダイバーシティに関連する企業の取り組み事例・方法論に関

する調査を行った。 

（２） 調査期間、方法 

 2021 年 10 月から 11 月に、Web サイトを中心に、企業のプレスリリースや特集記事、

文献情報を収集した。 

（３） 調査内容 

 主に、以下の内容について調査を行った。 

① ニューロダイバーシティに取り組んでいる企業 

② 企業におけるニューロダイバーシティ推進の方法論 

③ 企業がニューロダイバーシティに取り組むインセンティブ 

 

 調査の結果は 2 節にて詳述する。 

 

1-2 就労支援機関へのプレヒアリング調査  

（１） 調査対象 

 国内において発達障害のある方の就労支援を、その適性を活かすことを目指して実施し

ている民間の就労支援機関である、パーソルチャレンジ株式会社および株式会社 Kaien に

協力を依頼した。 

（２） 調査期間、方法 

11 月および 2 月に、オンライン会議システムを用いて実施した。 

（３） 調査内容 

 主に下記の内容についてヒアリングを行った。 

① 発達障害のある方を雇用しその適性を活かして業務に取り組んでいる企業の事例 

② 就労支援機関をめぐる需給状況 

 企業のニーズ（発達障害のある方を IT人材として雇用したいと考える企業の

特徴や依頼に至る背景、IT企業以外の企業における IT人材としての発達障害

のある方のニーズの高まり、発達障害のある方の活躍事例が多い IT以外の分

野、今後の課題など） 
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 当事者のニーズ（在籍者の増減や傾向、在籍者が希望することの多い職域な

ど） 

 就労支援機関の供給（支援・指導リソースの確保状況、今後の課題など） 

③ ITスペシャリスト人材としての発達障害のある方の評価・育成 

 就労支援機関が実施するスペシャリスト人材育成の取組み（育成方法、評価方

法など） 

 大学等の高等教育機関や一般企業と共同で、ポテンシャルのある人材を拾い上

げ育てる取組の実施可能性 

 

 ①の結果は、次の「先進取組企業へのヒアリング」の対象企業リストに反映されている

ため割愛し、②および③の結果については、別途「2.調査結果」にて詳述する。 

 

1-3 先進取組企業へのヒアリング調査  

（１） 調査対象 

 １－１および１－２の結果を踏まえ、国内において発達障害のある方を雇用し、その適性

を活かして業務に取り組んでいる企業として、9 社を抽出し、協力を依頼した。 

なお、企業を抽出するにあたっては、発達障害のある方を一般雇用部門で雇用している企

業（以下、分散型企業）と、特例子会社や障害者雇用部門などの特定の部門に集約して雇用

している企業（以下、集合型企業）の両方が含まれるようにした。また、採用方法としても、

一般雇用枠内で採用を実施している企業と、合理的配慮などを提供することを目的として

一般雇用枠とは異なる枠を設けて採用を実施している企業の両方が含まれるようにした。 

加えて、特にニューロダイバーシティに特化した取組みを実施している海外企業 1 社も

調査対象に加え、協力を依頼した。 

最終的に調査対象企業は下記の 10 社であった。 
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図表 2-1 調査対象企業とその分類 

 

（２） 調査期間、方法 

 11 月から 1 月にかけて、オンライン会議システムを用いて実施した。 

（３） 調査内容 

 調査項目は、１－１のデスク調査の結果である海外における取組み方法の例を活用し、下

記のように設計した。 

➢ 戦略的意義 

 取組開始の目的 

 発達障害のある方を雇用することでの効果（雇用前との比較が可能であればそ

の結果） 

➢ 実施体制 

 主体となる役員・部門・人員（人事、CSR、事業部門、等）、そのバックグラウン

ド・事業部門との関係 

 外部リソースの活用状況（大学・公的支援機関、等） 

➢ 計画 

 取り組みの範囲・パイロット計画の有無 

 KPIの設計状況 

➢ 雇用モデル 

 雇用されている発達障害のある方の業務上の役割 

 雇用形態（アルバイト、契約、正社員、等） 

➢ 募集方法 

 人材要件の定め方 
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 雇用する発達障害のある方へのリクルート方策 

 大学等教育機関や当事者コミュニティとの連携 

 当事者家族とのコミュニケーションの有無、方法 

➢ 選考方法 

 発達障害人材の価値を図る選考デザインの工夫（面接時間の配慮、インターン、

等） 

 選考ノウハウの収集、外部連携の状況 

➢ 訓練 

 採用された当事者、受け入れる非当事者への訓練の内容（インキュベーション

期間の設定など） 

 訓練の効果の測定と改善の工夫の有無、内容 

➢ 受入れ、支援 

 発達障害のある方が能力を発揮できるための企業におけるサポート体制及び、

その環境整備にかかるコスト 

 勤務場所、時間、服装のガイダンス・配慮（オンライン、フレックスタイム、

等）の状況 

 マネージャーやチームの編成（ジョブコーチ等専門家の配置、等） 

➢ 定着、キャリア開発 

 雇用されている発達障害のある方のキャリアルート 

 一般雇用と遜色のない幅広いキャリアパスの開発 

 異動時のマネージャー連携とプライバシー確保 

➢ その他 

 事例企業の業種 

 特に困難だった点や当該企業が今後の課題として感じている点 

 参考にしている企業・先進的な企業 

（４） 結果の取りまとめ 

 ヒアリング結果の取りまとめにあたっては、後述する調査結果レポートへの掲載を考慮

し、後述する方法論の大枠と対応させるため、方法論として作成した「取組みの 5 ステッ

プ」に沿って各企業の取組を整理した。 

また、整理するにあたっては、各企業が実践している工夫や得られた成果を、取組み内容

と合わせて可能な限り具体的に記載した。 

 

1-4 方法論の整理  

（１） 実施方法 

 まず、この方法論を通じて企業が目指すべきゴール像を明確にした。ゴール像の検討にあ
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たっては、ニューロダイバーシティの本来のあるべき姿（理想）を前提としつつ、ヒアリン

グ結果から把握された日本企業の現実も踏まえ、実現可能な短期的なゴール像と、将来的に

到達すべき長期的なゴール像の双方を設定した。 

続いて、実際の取組み方法を作成した。まずは 9 社へのヒアリング結果から、共通する 5

つのステップを見出した。次に、9 社のうち多くの企業で共通して実施されている取組や、

特に成果に結びついたと考えられる好取組要素を抽出し、5 つのステップに当て込んだ。最

後に、5 つのステップおよび各ステップの詳細が、一連の流れを持って取り組めるものとな

るよう取りまとめた。 

 

1-5 政策提言の検討  

（１） 検討方法 

 9 社へのヒアリング結果およびこれまでに実施されてきたダイバーシティ経営推進のた

めの施策等を踏まえ、下記 2 つのいずれかまたは両方を目的とする政策を検討し、提言と

してまとめた。 

➢ ニューロダイバーシティについて、企業を含む社会全般に広く周知し、取組みを促す 

➢ 個々の企業の努力だけでは解決・推進することが困難である事柄について、公的な取組

みの枠組や支援を提供し、企業の取組みを後押しする 
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2. 調査結果  

2-1 デスク調査  

（１） ニューロダイバーシティに取り組んでいる企業 

 企業におけるニューロダイバーシティ活動について、グローバルの取り組みのきっかけ

となったのは、スペシャリステルネ（デンマーク）という企業であった。スペシャリステル

ネの創業者である、Thorkil Sonne 氏が自閉症のある方に、ソフトウェアテスターの適性が

あることに着目し、自閉症を持つ人材を競争力として、ソフトウェアテストコンサルティン

グ業を開業したのが始まりである。 

 医学的な検証がなされている段階ではないものの、実際に、自閉症を持つ人材が行うソフ

トウェアテスターとしての業務の品質の高さが高く評価されて、ハーバードビジネススク

ールで企業の事例としても紹介されるなど、話題となった。 

 

図表 2-2：海外におけるニューロダイバーシティの話題性 

 

  

こういった動きに大手企業が着目し、まず世界的な IT 企業である、SAP やヒューレッ

ト・パッカード・エンタープライズ（HPE）などが、スペシャリステルネから自閉症を持つ

人材の採用ノウハウなどのコンサルテーションを受けながら、自社の人材の採用に応用す

るようになった。これを皮切りに、現在までに、マイクロソフトなどの他の IT 企業や金融
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業、製造業にまで、活動が広がっている。 

 

図表 2-3：海外におけるニューロダイバーシティへの取組み 
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 このような先進企業では、女性活躍や LGBTQ などと同様に、ダイバーシティ＆インク

ルージョンの取り組みの中の論点の一つとしてニューロダイバーシティが認識されつつあ

り、既に、先行企業のノウハウを整理した資料なども流通しており、各企業人事の関心も高

まっている。 

（２） 企業におけるニューロダイバーシティ推進の方法論 

 企業におけるニューロダイバーシティへの関心が高まりに応じて、企業がニューロダイ

バーシティに取り組む上でのポイントを整理した資料が既に複数流通している。その例を

以下に示す。 

 

➢ Neurodiversity at Work 

ロンドンに本部を置く、国際的な人材マネジメント専門家の団体である Charterd Institute of 

Personnel and Development（CIPD）によるニューロダイバーシティの啓発資料。先進的に取り

組む企業の事例などが整理されている。 

https://www.cipd.co.uk/knowledge/fundamentals/relations/diversity/neurodiversity-

work#gref 最終アクセス 2022年 3月 28日） 

 

➢ Autism at Work PlayBook 

国際的に、ニューロダイバーシティ活動を先行した SAP やマイクロソフト等が作成した、企業にお

けるニューロダイバーシティの推進のポイントなどをまとめた資料。ニューロダイバーシティの計画から実

践までの流れが良く整理されている。 

https://disabilityin.org/wp-

content/uploads/2019/07/Autism_At_Work_Playbook_Final_02112019.pdf  

最終アクセス 2022年 3月 28日 

 

➢ Guide to unlocking neurodiversity in your workplace 

障害者向けのテキストリーディング及びライティングソフトウェアを提供する企業、texthelp 社によ

る啓発資料。特に、イヤーマフや資料のビジュアル化などの職場環境の整備のポイントについて、詳

しく記載されている。 

https://www.texthelp.com/resources/neurodiversity/guide-to-unlocking-

neurodiversity-in-the-workplace/ 最終アクセス 2022年 3月 28日 

 

➢ How HR support a culture of neurodivergent inclusion 

グローバル人事情報サイトを提供する Say hito bob による人事のためのニューロダイバーシティガイ

ド。 

https://www.hibob.com/guides/neurodiversity-inclusion-hr/  

最終アクセス 2022年 3月 28日 

https://www.cipd.co.uk/knowledge/fundamentals/relations/diversity/neurodiversity-work#gref
https://www.cipd.co.uk/knowledge/fundamentals/relations/diversity/neurodiversity-work#gref
https://disabilityin.org/wp-content/uploads/2019/07/Autism_At_Work_Playbook_Final_02112019.pdf
https://disabilityin.org/wp-content/uploads/2019/07/Autism_At_Work_Playbook_Final_02112019.pdf
https://www.texthelp.com/resources/neurodiversity/guide-to-unlocking-neurodiversity-in-the-workplace/
https://www.texthelp.com/resources/neurodiversity/guide-to-unlocking-neurodiversity-in-the-workplace/
https://www.hibob.com/guides/neurodiversity-inclusion-hr/
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本調査では特に、Autism at Work PlayBook、Guide to unlocking neurodiversity in your 

workplace、How HR support a culture of neurodivergent inclusion の 3 点から、企業

がニューロダイバーシティに取り組むポイントを抽出した。 

特筆すべき重要なポイントは、新たな才能の発掘、イノベーションの加速など、企業の戦

略的な意図を背景としていること、エンジニア、データサイエンティストなど、一般雇用と

同様に高度な職域での募集を行っていること、採用プロセスや職場において当事者の苦手

な部分を補い、能力の適切な評価や発揮を促す環境が再設計されていること、等が挙げられ

る。 

 

図表 2-4：海外におけるニューロダイバーシティの取り組み方法の例 

分
類 

Autism@work 

Playbook 

Unlocking neurodiversity 

at the workplace 

How HR support a culture of 

neurodivergent inclusion 

戦
略
的
意
義
の
明
確
化 

 新たな才能の発掘 

 エンゲージメントとリテンションの向上 

 生産性改善 

 インクルーシブな風土形成 

 プロダクトアクセシビリティの向上 

 社会的な貢献 

 新たな才能の発掘 

 従業員のリテンションの向上 

 イノベーションの加速 

 生産性の改善 

 利益の追求 

 障害者雇用の促進 

 ダイバーシティの改善 

 イノベーションの加速 

 生産性の向上 

 エンゲージメントの向上 

 売上の拡大 

実
施
体
制
の
確
保 

エグゼクティブのスポンサーシ

ップの発揮 

 Corporate VP and Chief 

 AccessibilITy Officer 

（Mricrosoft） 

 Bottom-up by pilot program 

and then Chief Diversity 

Officer （SAP） 

 D&I Head （EY） 

 Global CIO （JP morgan） 

BU リーダーの巻き込み 

 ディレクターレベルの専任リーダー及

び専任チーム 

シニアマネジメント巻き込み 

マネージャー教育 

各組織リーダーの設置 

エグゼクティブの巻き込み 

マネージャーの教育 

 エグゼクティブからマネージャーやスタ

ッフへの教育 

 ニューロダイバースな人材を取り入れ

るメリットについて、マネージャー達で

議論 

 全てのレベルのスタッフに向けた啓発

ガイドやリソースの提供 
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計
画
策
定 

戦略や価値との整合 

社内・社外のパートナーシップ 

 D&I、HR、採用、法務、BU 

 採用・訓練支援ベンダー 

スモールパイロット計画 

人員とリソースの確保 

 3-4 FTE 

 イベント、メディア、ベンダー費用 

計画から実行までの期間 

 1年未満～2年 

ー ー 

雇
用
モ
デ
ル 

設
計 

雇用形態 

 インターンシップとフルタイム雇用 

 パートタイム雇用 

募集職種の設定 

 エンジニア、データサイエンテ

ィスト、品質管理、ロボティク

ス、サイバーセキュリティ 

 ファイナンス、マーケティング、

HR、PM 

 パ ー ソ ナ ル バ ン カ ー （ JP 

Morgan） 

明確なジョブディスクリプショ

ンの設計 

ニューロダイバージェントを活

かす職域の選定 

募
集
方
法 

募集人数の決定 

 75FTE（Microsoft） 

 150FTE（SAP） 

 20FTE（EY） 

 115FTE（JP Morgan） 

ー ー 
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選
考
方
法 

選考担当者 

 採用担当 

 ジョブコーチ 

 発達障害のある従業員 

 採用支援ベンダー 

選考方法 

 電話・Web インタビュー（30-60

分、1-3 回程度） 

 サプライズクエスチョン、オー

プンクエスチョンの排除 

 トレーニング、アセスメント 

（1～3週間） 

募集サイト・資料上の配慮 

 ビジュアル化 

インタビュー質問の精査 

 複雑な言語の排除 

 仮説的な質問の排除 

タスクによる評価 

 インタビューよりもタスクによ

る評価を重視 

募集サイト・資料上の配慮 

 シンプルな質問 

 可能な限り明確かつ簡潔にすべ

ての必要事項を記載 

 可能な限りイラストを使用 

タスクによる評価 

 インタビューを重視しない 

 期待する役割に関連するタスク

デモを実施 

 本人にフィードバックを実施 

訓
練 

【本人】 

テクニカルスキル 

ソフトスキル 

 組織の戦略、提供価値、製品 

 支援設備、環境の説明 

 職域に沿った研修 

【マネージャーや同僚】 

 発達障害への理解 

 コミュニケーション 

 採用インタビューノウハウ 

― ― 
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受
入
・
支
援 

サポート体制の構築 

 マネージャー 

 メンター 

 チームバディ 

 ジョブコーチ 

 キャリアカウンセラー 

 HR 

 当事者従業員組合 

職場環境の改善 

人事異動に伴う移動先へのトレ

ーニング 

柔軟な就労環境の整備 

 フレキシブルな就労時間 

 在宅勤務 

 シンキングスペースの設置 

 集中しやすいデスク配置 

（視界を遮る、雑音排除） 

ツール提供 

 ノイズキャンセリングヘッドフ

ォン 

 スクリーンフィルター 

 テキスト読み上げアプリ 

 タイムマネジメントアプリ 

 チャットツールアプリ 

 マインドマッピングアプリ 

タイムマネジメント支援 

 会議やその変更点について十分

に知らせる 

 多くの人が参加し同時に話す大

会議は避ける 

 本人のルーティーンを支援 

 マネジメント可能なタイムライ

ンとコミュニケーション方法の

確保 

コミュニケーション支援 

 書面化、文字化、ビジュアル化 

 暗黙の了解の排除 

職場環境 

 照明の調節 

 ノイズキャンセリングヘッドフ

ォン 

 集中しやすいデスク配置 

 就業時間の多様化、在宅勤務 

定
着
・
キ
ャ
リ
ア
開
発 

支援体制 

 キャリアカウンセリング、モニ

タリングプログラム（全従業員

共通） 

 ジョブコーチ定期面談 

 従業員とのランチ会 

 当事者従業員組合 

モニタリング指標 

 定着率、定着 FTE 

 離職理由 

キャリア開発 

 全従業員共通のキャリア開発リ

ソース（相談、研修、キャリア

パス）の提供 

ー  1on1 ミーティング 

（HR,マネージャー、チームメン

バー） 

 定期的なメンタリング、コーチ

ング、カウンセリング 

 満足度調査の実施 
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（３） 企業がニューロダイバーシティに取り組むインセンティブ 

（２）に挙げた企業がニューロダイバーシティに取り組む理由は、大きく分けて 3 点、挙げ

られる。発達障害のある方の雇用は、いわゆる障害者雇用として、企業の社会的責任の観点

から取り組みの重要性が語られることが多い。しかし、ニューロダイバーシティで特に着目

したいのは、人材獲得や生産性・イノベーションなどの企業の本業に資する経営戦略が強く

意識されていることである。特に、重要な 1.人材獲得競争の優位性、2.生産性の向上・イノ

ベーションへの貢献、の 2 点について深掘りして動向をまとめる。 

 

図表 2-5：ニューロダイバーシティに取り組む意義 

 

 

① 人材獲得競争の優位性 

 多くの先進取組企業は発達障害のある人のデジタル分野との親和性に着目している。そ

して、発達障害のある人材に注目が集まるもうひとつの理由は、彼らがこれまで企業が十分

には採用できていなかった「未開拓」の人材である点だ。 

発達障害のある人の中には、相手の目を見て話すことや他人との会話を積極的に進める

ことが不得手な方も多く存在する。このような人材の場合、面接を中心とする従来の採用方

法では、彼らの強みや能力は企業に伝わりにくくなる。結果として、企業は面接では彼らの

業務遂行能力は適切に評価できないまま、採用機会を逸する、という状況にある。実際に前

述のロイター社の記事では「世界全体で推定 7,000 万人とも言われる ASD を抱える人々の

うち、約 8 割が無職もしくは著しく能力以下の仕事に従事している」とされている。 

 しかしながら、近年、IT 領域を中心に、国際的な人材獲得競争が激化するにつれて、よ

りインクルーシブな環境を整備し、幅広い人材の活躍を促せることが競争力に繋がり得る

という考え方が見られるようになった。実際、Autism at work play book によれば、ニュ

ーロダーバーシティに取り組むマイクロソフトや SAP などの IT 企業、さらにはアーンス

ト・アンド・ヤングや JP モルガン・チェース・アンド・カンパニーといった企業は、ニュ

ーロダイバーシティに取り組む意義として、自社の雇用需要を満たす未開拓の人材の獲得、
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を共通して挙げている。マイクロソフトでは、ニューロダイバーシティに特化した採用プロ

グラムを開始してから 5 年間で、大学でデジタル分野の専門課程を修めた 170 名の発達障

害のある人材を雇用し、その中からは Office や Xbox といった主力製品を扱うエンジニア

も生まれている。このように、発達障害のある人が、その能力を適正に評価され、活躍でき

る環境を整えることが、デジタル人材全体の量や質を高め、企業としての競争力に繋げてい

くのがニューロダイバーシティの意義の一つであると言える。 

 

図表 2-6：ニューロダイバーシティに取り組む企業の期待と成果 

 

出所）AUTISM @ WORK PLAYBOOK 

https://disabilityin.org/wp-

content/uploads/2019/07/Autism_At_Work_Playbook_Final_02112019.pdf  

 

② 生産性の向上・イノベーションへの貢献 

人材獲得の優位性と並んで着目すべきなのは、「生産性の向上、イノベーションへの貢献」

である。ダイバーシティはよく、生産性やイノベーションと共に語られるが、ニューロダイ

バーシティの場合は、既に取り組んでいる企業において実際の成果として現れてきている。 

 ニューロダイバーシティの草分けであるスペシャリステルネにおいても、発達障害のあ

る方が行う業務の品質の高さが高く評価されたことが、その後の話題を呼ぶきっかけにな

った。このような生産性の向上やエラーの減少といった成果は、後続の企業でも確認されて
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いる。前述のハーバードビジネスレビューにおいても、「ニューロダイバースなチームは、

そうでないチームに比べ、約 30%効率性が高い」「障害を持つ同僚の「仲間」またはメンタ

ーとして行動する「バディシステム」を実装している組織では、収益性は 16％、生産性は

18％、顧客ロイヤリティは 12％上昇している」といった報告がなされている。加えて、

Autism at Work Play Book では、ニューロダイバーシティに取り組むことにより、発達障

害のある方のみならず、以前から雇用されている社員においても、社員のエンゲージメント

の向上や退職率低減にポジティブな影響が生じている、といった報告もある。特に SAP で

は、エンゲージメントが 1％改善すると、年間約 50 億円のインパクトがあるとも試算され

ており、企業の生産性を高める効果が認められている。 

2-2 就労支援機関へのプレヒアリング調査  

（１） 就労支援機関をめぐる受給状況 

➢ 企業からの求人の状況 

Kaien 社へのインタビューによれば、発達障害のある方でも求人が集まる領域とそうで

ない領域が存在する。一般的に定型業務に従事することの多い障害者雇用の枠組みには求

人が集まり人材の供給が足りていない。実際に、発達障害の自認があり、就労移行支援を経

れば、就業訓練後、2,3 件の内定をもらえることも多い。 

求人が足りていないのは、発達障害でありつつも、それをポジティブに受け入れて専門性

を活かすような機会である。Kaien の担当者曰く、特に、発達障害でも、高い学力と専門性

を持つ人材が該当することが多い（高学歴グレーゾーン）。 

 

こういった人材は、多くの場合、発達障害の診断はあるが、障害者手帳を持っておらず、

障害者雇用に枠組みにも当てはまらない。当事者からの支援ニーズは高いが、専門性を活か

すマッチングが出来る程の求人数がないのが現状である。こういった方々は、障害者雇用枠

に当てはまらない一方で、一般雇用枠で採用しようという企業も極限られている。企業側の

理由としては、障害者雇用枠として手厚い支援制度があるため、一般雇用枠でのチャレンジ

を促す意義を感じにくいこと等が挙げられる。 

Kaien 社では、こうした高学歴グレーゾーンに対する就労機会を増やすため、オープンチ

ャレンジ就労の必要性を企業に訴えている。オープンチャンレジ就労は、企業が能力の凸凹

を個性として理解し、本来の力を発揮しやすい環境をつくるユニバーサルな雇用スタイル

であり、障害者手帳の有無に関わらず、本人の強みと弱みの両面にフォーカスし、強みを生

かした業務での採用を可能とする採用活動である。本調査事業の意図にも合致する就労ス

タイルであり、今後、企業への普及啓発が求められる。 

 

 図表 2-7：オープンチャレンジ就労と従来の採用活動の違い 
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出所）Kaien 提供資料に基づき作成 

 

➢ 就労支援機関 

 就労支援機関では、福祉人材の不足がボトルネックになりやすい。特に、企業とのマッチ

ングを支援するスキルを有する人材は少ない。福祉に関する専門性を有する人材は、職業準

備性の支援に特化している一方で、企業のニーズを把握し、人事が望むような業務マッチン

グまで出来る人材が少ない点は今後の課題である。 

（２） IT スペシャリスト人材としての発達障害のある方の評価・育成 

 Kaien では、プログラミングやデザインなど「専門職としての技術」はもとより、職場

で「うまく働くためのソフトスキル」までのカリキュラムに組み込んだ「クリエイティブ

コース」を提供しており、希望者が増えている。ニーズの高い IT 人材としての育成とと

もに、一般のプログラミングスクール等では出来ない、コミュニケーションのコツやセル

フマネジメントのコツなどを指導しており、前述の課題として挙げられた、企業向けの業

務ニーズと、福祉としての職業準備性の確保の双方を確保できるサービスとなっている。

今後、企業のニューロダイバーシティを推進するために必要な社会資源としてのモデルの

一つになり得ると考えられる。 
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図表 2-8：Kaien 社「クリエイティブコース」で学べること 

 

出所）Kaien 提供資料 

 

2-3 先進取組企業へのヒアリング調査  

次頁以降に、企業別に取りまとめた事例シートを掲載する。 

なお、各企業の事例の冒頭の矢羽根は、その企業が特に優れた取組みを実施しているステ

ップを示す。 
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2-4 方法論の整理  

（１） 企業が目指すべき姿 

企業がニューロダイバーシティを実現した姿とは、発達障害のある方が一般雇用部門に

おいて、発達障害があることを理解された上で、能力評価に基づいて受け入れられ、現在一

般雇用部門で働いている人材と同等に戦力として期待され活躍している状態と言える。 

一方、外資系を除く多くの日本企業の現状としては、発達障害のある方は一般雇用部門に

は少なく、特例子会社や障害者雇用部門といった組織に独立して配置され、いわゆる定型業

務（清掃、郵便、印刷などの比較的平易な業務）に従事しているケースが多くある。このた

め、突然、採用・支援体制を構築し、一般雇用部門において一般雇用枠の社員と同等の業務

に発達障害のある方を従事させるのは難しい、というケースも想定される。 

そこで、図 2-9 のように、途中段階として特例子会社や障害者雇用部門を設けて、一般雇

用部門と同等の業務（以下、一般業務と記載）に発達障害のある方を従事させつつ、採用・

受入・定着の経験・ナレッジを集中的に蓄積してから、徐々に一般雇用部門での雇用に移行

する、という選択肢も有効であると考えられる。 

 

図表 2-9 理想的なダイバーシティ＆インクルージョンに到達するまでのステップ

 

 

 よって、最終的なゴールは、一般雇用部門で発達障害のある方が一般業務に従事してい

る状態（図 2-10 の黄色ゾーン）、短期的なゴールは、組織形態に依らず「発達障害のある方

が一般業務に従事している状態」（図 2-10 の薄黄色ゾーン）とするのが適切と言えるであろ

う。 

 薄黄色または黄色のゾーンに到達するためのルートは、主に 3 通り考えられる。本事

業においてはこの 3 ルートのそれぞれについて詳細な方法論を取りまとめた。 
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図表 2-10 ゴールに到達するための 3 つのルート 

 

 

※発達障害を含め、障害のある方の中には、その重症度によっては十分な支援や配慮があっ

ても尚、一般雇用部門で勤務することが難しい方もいると想定される。このため、障害のあ

る方が自主的に希望する場合は、一般雇用部門以外での就労枠を柔軟に提供する必要があ

る。本ゴール像は、障害の有無に関わらず全ての人材に一般雇用部門で就労する機会を設け

るべきである、との趣旨で作成しており、障害のある方本人の求めに応じることを目的とし

て障害者雇用枠を企業内に残すことを否定するものではない点にご留意いただきたい。 

 

（２） 方法論 

先進取組企業へのヒアリング結果を総合すると、いずれのルートを経由する場合でも、発

達障害のある方を一般業務に雇用し活躍を引き出すためには、5 つのステップを実践する必

要があることが見出された。さらに各企業で取組みのポイントとして示された事項に基づ

き、各ステップにおいて具体的に達成すべきことを取りまとめた。 

本事業ではさらに、3 ルートそれぞれについて、下記 5 つのステップの詳細を作成した。

その成果物については第 4 章の 2 節に掲載する調査結果レポート内に含むため、ここでは

割愛する。 

また、ルート A,B または C を実践したあと、更に取組みを推進させていく中で、壁にぶ

つかった場合に、参考になるようなプラスアルファの情報も取りまとめた。これも同様に第

4 章 2 節の調査結果レポート内に含むため、ここでは割愛する。 
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図表 2-11 ニューロダイバーシティに取り組むための 5 ステップ 

 

 

 

2-5 政策提言の検討  

 検討結果は総括と併せて第 5 章に詳述する。 
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第3章 

ダイバーシティと生産性向上に関する

フィールド検証
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1. 調査手法  

（１） 調査方法 

 調査方法としては、観察研究と介入研究の 2 つの選択肢が存在した。 

 観察研究：発達障害のある方をその適性を活かすことを志向して雇用している企業と、

発達障害のある方を雇用していない企業において、それぞれ測定を行い、違いを評価

する 

 介入研究：発達障害のある方を雇用したことがない、あるいは雇用してはいるがその

適性を活かすことを志向していない企業において、適性を活かすことを志向した雇用

を試行し、試行前後で測定を行い、差分を評価する 

本事業においては、実査期間が非常に限られていたことから、介入研究の実施は困難であ

ると判断し、観察研究を実施することとした。具体的には、発達障害のある方がチームに占

める割合の異なる複数のチームに対してアンケート調査を行い、その割合やその他様々な

因子（上司と部下の関係、障害のある人に対する態度、仕事環境など）とイノベーション・

生産性との間にどのような関係が見られるかを分析することとした。 

生産性は、プレゼンティズム・アブセンティズム尺度で測定した。また、今回の研究デザ

インではイノベーションを直接測ることは困難であることを踏まえ、イノベーションとの

関連が既に先行研究で示されている文化的環境を測定する組織科学的尺度を調査項目に設

定した。 

加えて、これらの尺度に影響を及ぼす可能性のある変数についても測定を行った。 

アンケートでは、各参加者に各尺度の質問項目に同意する度合いを回答いただき、その結

果を個人別およびチーム別で集計したのち、各尺度間の関連性を分析した。尺度の詳細は

（３）に詳述する。また各尺度を構成する下位項目は、参考資料に掲載するアンケート調査

票を参照いただきたい。 

なお、調査項目には、障害種別などの機微情報も含まれたことから、アンケート調査参加

者には個別に回答者コードを配布し、回答者個人と回答内容が紐づかないように匿名性を

保った状態で回収・分析を行った。 

なお、調査設計および分析においては、全面的に東京大学 先端科学技術研究センター 

当事者研究分野 熊谷晋一郎准教授、松尾朗子特任助教にご指導を賜った。この場を借りて

ご協力に深く御礼申し上げる。 
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図表 3-1 調査項目とその位置づけ 

 

（２） 調査対象 

 第 2 章のヒアリング対象となった 10 社のうち、国内に拠点を持つ 9 社に対し、調査へ

の協力を依頼し、うち 7 社から協力を得ることができた。ただし、健常者のみで構成され

るチームが不足したため、株式会社野村総合研究所内で IT 関連業務に携わるチームにも

参加を依頼した。 

 結果として、下記の 8 社から、上記企業でデジタル関連業務に従事する一般雇用枠社員

および障害のある社員（発達障害のある方を含む）264 名に参加いただいた。 

 ヤフー株式会社 

 株式会社デジタルハーツ 

 株式会社デジタルハーツプラス 

 株式会社 SHIFT 

 グリービジネスオペレーションズ株式会社 

 ヤマトシステム開発株式会社 

 株式会社サザビーリーグHR 

 株式会社野村総合研究所 
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（３） 調査内容 

  

A) 目的変数 

目的変数（因果関係において結果を表す変数）においた 6 項目の測定対象と、今回のア

ンケート調査票に用いた日本語版尺度の出典を下記に示す。 

 

図表 3-2 目的変数の詳細 

 

 

各尺度の詳細について、下記に簡単に概説する。 

 

■謙虚なリーダーシップ、心理的安全性、知識の共有 

謙虚なリーダーシップ（Owens et al. 2013）とは、他者視点を取り込むことで正確な自

己認知を求めようとし続ける態度、能力を評価する基準を複数持ち自分にはない他者の強

みを素直に承認できる資質、自分の弱みを素直に認め部下からも教えを乞う態度、という
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3 つの資質で定義される尺度であり、チームの心理的安全性や部下の創造性（Tierney et 

al. 1999）を向上させることが先行研究により明らかとなっている（Wang et al. 2018）。 

心理的安全性とは、対人関係においてリスクのある行動をしてもこのチームでは安全であ

り、失敗や不得意なこと等、お互いに対して弱い部分をさらけだしても大丈夫だという、

チームメンバーによって共有された考えの大きさを表す尺度である。心理的安全性の高い

組織は、イノベーション創出が促進されやすい状態にあると言われている。 

 

図表 3-4 心理的安全性とイノベーションの関係 

 

出所）Timothy R. Clark The 4 Stages of Psychological Safety: Defining the Path to 

Inclusion and Innovation より NRI 作成 

 

 知識の共有とは、メンバー同士が、互いの目標、知識、技術、個人的背景を秘匿せず共

有する度合を測定する尺度である。東京大学の熊谷准教授らにより、知識の共有は心理的

安全性がメンバーの創造性を高めるにあたりポジティブな修飾因子として働くことが示唆

されている。 

 

  

https://www.amazon.com/Timothy-R-Clark/e/B001JSCDAW/ref=dp_byline_cont_book_1
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図表 3-3 謙虚なリーダーシップ、心理的安全性、知識の共有が 

個人の創造性に繋がるスキーム 

 

出所）熊谷晋一郎、喜多ことこ、綾屋紗月（2021） 当事者研究の導入が職場に与える影

響に関する研究 内閣府経済社会総合研究所『経済分析』第 203 号：28－56 

 

■神経感受性 

ニューロダイバーシティとは、感受性の多様性と言い換えることもできる。特に Highly 

SensITive Person（HSP；感受性の高い人）の特徴は発達障害の特徴の一部とも言われて

いる（ただし包含関係ではない）。HSP はプラス面（共感性、創造性）にもマイナス面

（ストレス）にも強い感受性を持ち、脆弱性を孕むが、マインドフルネス等の効果によ

り、プラスの側面が強化され、探索的行動や寄附的行動を起こしやすくなると示唆されて

いる。また、感受性の低い人は深化的行動・獲得的行動をとりやすいことが示唆されてい

る。 

探索的行動・深化的行動とは、イノベーション創出に関する経営理論である両利きの経

営理論で提唱される、組織に属する従業員の行動を表す。また寄付的行動と獲得的行動と

は、生産性向上に関する経営理論であるソーシャルキャピタル理論で提唱される、組織に

属する従業員の行動を表す。 

すなわち、企業は神経感受性の高い人と低い人の両方の人材を雇用することで（≒ニュ

ーロダイバーシティを高めることで）、イノベーションの先行要因である両利き性や生産

性の先行要因であるソーシャルキャピタルを充実させることができると考えられている。 

 

  



 

66 

 

図表 3-5 神経感受性が組織の両利き性およびソーシャルキャピタルに 

影響を及ぼすスキーム 

 

出典）Wyrsch （2020） 

 

■OCBI（個人の組織市民行動） 

組織市民行動（OCB）とは、組織に属する従業員の行動のうち、彼らにとって正規に求

められている職務の必要条件ではない行動であって、その行動を起こすことによって組織

の効果的機能（生産性等）を促進する行動のことを指す。しかもその行動は強制的に任さ

れたものではなく、正式な給与体系によって保証されるものでもない、とされている。 

OCBI と神経感受性の関係に関する先行研究では、神経感受性の高い人は、幼少期に極

端にポジティブあるいはネガティブな経験をしていない場合において、勤務環境の質が高

まるほど、OCBI を起こしやすくなることが示されている。 

 

図表 3-6 勤務環境に応じた神経感受性の高さと OCBI の関係 

 

出典）Wyrsch （2020） 
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B) 説明変数 

 説明変数には、ヒアリング結果等を踏まえて目的変数に影響を及ぼすことが想定される

項目、および既存研究で目的変数との関係が示唆されている項目である下記を設定した。 

➢ 基本属性 

 障害種別（発達障害（自閉スペクトラム症、注意欠如・多動症、学習障害、そ

の他の発達障害、精神障害、身体障害、その他の障害） 

 年齢 

 性別 

 学歴 

 在職期間 

 業務内容の詳細 

➢ 上司と部下の関係 

 接触頻度 

 共同作業時間 

➢ 障害のある人に対する態度、障害に対する偏見の強さ 

 Link スティグマ尺度日本語版（下津咲江、坂本真士 『精神障害に対する態

度、偏見、Link スティグマ尺度』臨床精神医学 第 44 巻増刊号：93－100、

2015） 

➢ 仕事環境 

 過度の騒音有無、清潔さなど（the Work Design Questionnaire by Morgeson 

(2006)、ダブルバックトランスレーションにより日本語版を作成して使用） 

➢ 社会的望ましさ（他人を利用したことがあるか、論争において事実に基づき客観的

に行動するか、等）（the 6-ITem German scale of social desirabilITy by Kemper 

et al. (2012) 、ダブルバックトランスレーションにより日本語版を作成して使用） 

  

 実際に使用した調査票については、巻末の参考資料を参照いただきたい。 

（４） 調査期間 

令和 4 年 1 月 28 日から令和 4 年 2 月 14 日にかけて実施した。 

（５） 回収状況 

8 社 198 名から有効な回答を得ることができた。（回収率：75.0％） 

（６） 分析方法 

まず、個人レベルの分析を実施した。生産性を表す指標であるプレゼンティズムを目的変

数とし、生産性に影響を与えうる 18 の変数を説明変数の候補として、重回帰分析を増減法

（Fin=Fout=2）で実施した。結果は 2 節（2）図 3-11 に示す。 

続いて、生産性や心理的安全性に影響を与える可能性を幅広く検証するため、媒介分析を
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行った。結果は 2 節（2）図 3-12 に示す。 

加えて、チームレベルの分析を実施した。心理的安全性のチーム内平均を目的変数とし、

心理的安全性を高めうる 17 の変数（いずれもチーム単位で集計したもの）（上述の媒介分

析で心理的安全性に影響を与えると明らかになった謙虚なリーダーシップを除いた）を説

明変数の候補とし、重回帰分析を増減法（Fin=Fout=2）で実施した。結果は 2 節（3）に示

す。 

さらに、個人レベルで探索的に構造方程式モデリング分析を実施した。結果は 2 節（4）

に示す。 

最後に、これらの尺度とダイバーシティとの直接的関係を検証するため、チーム内の障害

者割合および発達障害者人数を横軸に、心理的安全性のチーム内平均値を縦軸に取り、1～

5 次関数、平方関数、指数関数での近似を行い、あてはまりの良いものを探索した。結果は

2 節（5）に示す。 

 

図 3-7 重回帰分析結果の見方 
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2. 調査結果と考察  

（１） 基本情報 

障害のある方は回答者の約半数を占め、障害のある方の 7 割超が ASD または ADHD の

ある方であった。発達障害のある方のサンプル数を十分に集めることができた。 

 

図 3-8 参加者の障害の有無 

 

図 3-9 障害ありの参加者の具体障害種別（複数回答） 

 

 

また、40 チームのうち発達障害のある方を含む割合としては、最も多かったのは 0％、

ついで 40～60％のチームだった。しかし、特に大きな偏りはなく、様々な割合のチームを

集め比較検討することができた。 

 

図 3-10 各チームにおける発達障害のある方の割合ごとのチーム数 
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（２） 生産性に影響を及ぼす 4尺度 

生産性の指標「プレゼンティズム」に大きな影響を及ぼす尺度として、個人の「仕事の熟

練度」、チームの「心理的安全性」、「物理的環境」の 3 つが抽出され、特に、「心理的安全性」

が大きな影響を与えていることがわかった。すなわち、生産性を高めるための 3 つの介入

点－職業教育、文化的環境の整備、物理的環境の整備－が明らかになったと言える。 

 次頁で見るように、ニューロダイバーシティの取組み成果を挙げている企業（以下、先進

企業）では、この 3 つの介入点にアプローチする取組みが既に実施されている。すなわち、

発達障害のある方が業務に取組みやすい環境を整えようとすると、自然と生産性を高める 3

つの介入点に取り組むことになり、生産性の向上に繋げることができることが示唆された。 

 

①心理的安全性 

心理的安全性とは「失敗したり新しい挑戦をしたりしても安全である（白い目で見られ

ない）」文化的環境を指すが、得手不得手のある発達障害のある方が活躍できている企業

では、「できないことよりできることで評価する」「できなかったときは、なぜうまくいか

なかったのか一緒に考える」という工夫が実践されている。このように“できないことを

属人化させない”取組みは心理的安全性を高める取組みと捉えられる。 

 

②物理的環境 

発達障害のある方の特性である感覚過敏への配慮として、ストレスを低減し集中力を維

持すること等を目的に、パーテーションの設置、イヤーマフの使用許可、リモートワーク

の推進を実施する先進企業が多くある。また、口頭でのコミュニケーションや曖昧な表現

を読み取ることを不得手とする方もいるため、チャットツール等を用いたテキストコミュ

ニケーションを積極活用して報連相を実施している企業もある。 

 

③仕事の熟練度 

発達障害のある方は、条件が整うと非常に高い集中力や探究力を発揮する傾向にあると

言われており、この特性は仕事の熟練度を高めるひとつの大きな要因になり得る。 

 しかし、現状の障害者雇用においては、従業員にステップアップを期待して積極的に育

成するケースは多くなく、熟練度を高めやすいという発達障害のある方の持つポテンシャ

ルを活かせていない可能性がある。 

 一方、先進企業では、ステップアップのために現場のエンジニアによる指導やオリジナ

ルの研修を提供したり、ハイレベルな技能の習得や一般雇用部門への転籍といった挑戦を

含む中長期的なキャリアパスを描くようにしていたりと、熟練度を高めるプログラムを提

供し、発達障害のある方のポテンシャルを活かすことができている。 
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図 3-11 生産性に直接的に影響を及ぼす 3 尺度 

 

 

④謙虚なリーダーシップ 

 「謙虚なリーダーシップ」が、前述の「心理的安全性」や「物理的環境」を媒介して、

生産性の指標「プレゼンティズム」を高めていることがわかった。すなわち、心理的安全

性や物理的環境を整えようとするとき、その前提としてリーダーの姿勢が重要であり、リ

ーダー教育が欠かせないことが明らかとなった。 

 謙虚なリーダーシップとは、強権的なリーダーとは相反し、自分の得手不得手を理解し

ており、自分にはない部下の長所を素直に認め、活かせるリーダーの姿勢を指す。自分の

弱さや限界を開示できる謙虚なリーダーのもとでは、部下もまた弱さや限界を開示して援

助希求をしやすくなり、結果として心理的安全性が高まり物理的環境の整備に繋がるもの

と推察される。 

 

※「->」を含む記載は、＜謙虚なリーダーシップ→プレゼンティズム＞という因果関係に

関して.16*という有意な標準偏回帰係数が認められたが、そこに心理的安全性あるいは物

理的環境という媒介変数を入れたモデルを立ててみると、＜謙虚なリーダーシップ→心理

的安全性あるいは物理的環境→プレゼンティズム＞という因果関係は有意だが、＜謙虚な

リーダーシップ→プレゼンティズム＞という直接の因果関係は有意でなくなった、という

ことを意味する。 

 

図 3-12 生産性に間接的に影響を及ぼす謙虚なリーダーシップ 

 

 

  



 

72 

 

（３） チームの心理的安全性に影響を及ぼす因子 

 チーム単位でみると、生産性に特に大きな影響を及ぼす因子である「心理的安全性」に対

して、「障害のある方に対する偏見（スティグマ）の強さ」、「チームにおける精神障害のあ

る方の割合」、「リーダーとの共同作業時間」が影響を及ぼすことが明らかとなり、特に「精

神障害のある方に対する偏見（スティグマ）の強さ」は大きな影響を与えている（偏見が少

ないほど心理的安全性が高まる）ことがわかった。 

 

⑤障害のある方に対する偏見（スティグマ）の強さ 

スティグマとは、差別や偏見を意味する。スティグマの強い環境では、障害ゆえの困り

ごとを隠さざるを得なくなったり、ポテンシャルが過小評価されたり、心身の健康が損な

われることが知られている。従って、弱さや困りごとを開示しやすい「心理的安全性」の

高い文化は実現しにくいと考えられる。 

 ここから、イノベーションや生産性向上に繋げるためには、単に発達障害のある方を雇

用するだけでなく、「彼らを偏見なく正しく理解し、不得手な部分も含めて受け入れ、ポ

テンシャルを正確に評価すること」が欠かせないことが示唆された。実際に先進企業で

は、彼らの特性や能力・実績を正しく理解してもらうための社内外への発信が実施されて

おり、スティグマの軽減に成功している企業も多くある。 

 

⑥チームにおける精神障害のある方の割合 

 精神障害のある方の割合が高い組織とは、「メンバーに精神障害があることを受け入れ

る土壌があり、そのことが可視化されている組織」と言い換えることができる。発達障害

のある方は、そうでない方と物事の感じ方や行動様式が異なることにより、周囲の人々や

環境とのミスマッチから精神的不調を抱え、精神障害を合併することもあり、これを「二

次障害」と呼ぶ。 

 現状、二次障害についてよく知らない人や、知っていても企業としてできることはあま

りないと考えている人も多いかもしれないが、今回、「チームにおける精神障害のある方

の割合」の高さが「心理的安全性」に影響を及ぼすことが示されたことにより、この二次

障害に積極的に対処することが心理的安全性を高めることが示唆された。精神障害のある

メンバーを受け入れる体制が整っており、そのことが可視化されている組織では、精神的

不調が生じた場合、早い段階で上司や専門家に相談したり、医療機関を受診したりといっ

た対応を取ることができると考えられ、このように早期に対処する行動は、二次障害の悪

化を予防することに繋がる。実際に、カウンセラーへの相談や医療機関への受診を支援す

る仕組をもつ先進企業もある。 

 このように、二次障害に対処する体制があり精神的不調を受け入れる組織では、実際に

メンバーに不調が生じた際には、支援を求め合ったり、チームに生じる課題にどう対処す

るか話し合うという行動が生じてくると想定されるが、これはまさに心理的安全性を高め
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る行動ともみなすことができる。 

 うつ病などの精神疾患の多くは、環境とのミスマッチにより後天的に発症するので、発

達障害のある方のみならず、全ての人にとって他人ごとではない。発達障害のある方の雇

用はもちろん、それ以外の一般雇用部門を含むすべての組織においても普遍的に通じるス

キームが、今回明らかになったと言える。 

 

⑦リーダーとの共同作業時間 

 リーダーと共同作業する時間が長いほど、リーダーとメンバーが互いを深く理解し、協

働しやすくなると考えられる。この結果、「失敗を受け入れる」、「支援を求め合う」、「課

題への対処を話し合う」といった、心理的安全性を高める行動を起こしやすくなることが

想定される。 

 

図 3-13 心理的安全性に直接的に影響を及ぼす 3 変数 

 

 

（４） スティグマに影響を及ぼす因子、スティグマの影響範囲 

■物理的環境とスティグマの関係  

 再び個人レベルで、探索的に構造方程式モデリングという分析を行った結果、心理的安全

性に特に大きな影響を与える因子である「障害のある方に対する偏見（スティグマ）の強さ」

が、物理的環境が整うほど弱まるということが明らかになった。発達障害のある方にとって

働きやすい環境が整うほど、発達障害のある方のパフォーマンスが高まり、「障害があるか

ら期待できない」といった差別や偏見が解消されやすくなると推察される。 

 物理的環境を整えることは、生産性に直接繋がるだけでなく、スティグマの低減を介して

イノベーション・生産性に貢献する指標を高めることに繋がる、重要な取組みと言える。 

 

■ダイバーシティとスティグマの関係  

 同じ分析で、スティグマの強さと、障害の多様性（障害者全体 Blau 指数）が、互いに影

響を弱め合う関係にあることも明らかになった。様々な特性を持つ人材が身近にいるほど、

自分と他者の違いを受け入れる必要性に直面する機会が多くなり、自然とスティグマを抱

きにくくなると推察される。 

 ダイバーシティの高い組織を組成することが、スティグマの低減を経由してイノベーシ
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ョンや生産性の向上へと繋がっていくことが示唆された。 

 

■スティグマと謙虚なリーダーシップの関係  

 スティグマの低さは、心理的安全性だけでなく謙虚なリーダーシップをも高め、イノベー

ションや生産性に繋がる他の文化的環境である知識の共有や OCBI の向上を介して、最終

的には生産性を高めることに繋がっていくことも明らかになった。 

 謙虚なリーダーシップは、（2）で心理的安全性や物理的環境を経由して生産性を高める起

点となっていた。さらにその背景には、チームメンバーのスティグマの低さ、つまり障害や

個々人を正しく理解、尊重し、協同する姿勢が必要であることが明らかになった。このこと

から、リーダー教育に加えてチーム全体のスティグマを低減するためのプログラムが必要

であることが見出されました。 

 

図 3-14 スティグマに関わる変数とその影響 
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（５） 発達障害のある方の人数と心理的安全性の関係 

 チーム内の発達障害のある方の人数（ASD または ADHD のいずれかもしくは両方のあ

るメンバーの人数）を横軸に、チーム内の心理的安全性の平均スコアを縦軸に取り、分析を

行ったところ、有意ではないものの、単調増加から単調減少に転じる曲線によってデータが

近似された。 

 ここから、チーム内の発達障害のある方が少ないのはもちろん、心理的安全性という意味

では、単に人数が多ければ多いほど良いという訳ではないことが示唆された。 

現行の障害者雇用部門や特例子会社にありがちな、発達障害のある方を健常の方と別の

組織に集約する形式ではなく、発達障害のある方とない方が同じチームに加わり、チーム内

におけるダイバーシティを確保することが望ましい可能性が指摘された。 

 

図 3-15 発達障害者人数と心理的安全性平均の近似曲線 

 

F(2,32) = 1.34、p=.28、修正重相関係数: 0.14、ダービンワトソン比: 2.31 

※対象チームの構成人数の最小値は 1 人、最大値は 16 人、平均値は 5.0 人であった 

※ 11 名の発達障害者が所属する 1 チームを外れ値として除いた 

※有意性については、今後サンプルの質や量を充実させた研究を実施し精査する必要があ

る 
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3. 総括、今後の展望  

（１） 総括 

上記の結果を総合すると、今回測定した尺度は、図 3-16 に示すようにイノベーションや

生産性へと繋がっていることが明らかとなった。本検証の結論の要点は下記 4 点である。 

 

I. 生産性を高める要因は、文化的要因である「心理的安全性」、物理的要因である「物理

的環境」、個人に帰属しうる要因である「仕事の熟練度」の 3つであり、既にニューロ

ダイバーシティ先進取組企業においてはこの 3つを高める取組みが実施されている。 

II. 障害のある方に対する偏見（スティグマ）を軽減させること、二次障害に対処する風土

を醸成し可視化すること、リーダーとメンバーが共に活動する時間を増やすことの 3つ

は、イノベーションや生産性に繋がる要因である「心理的安全性」を高めることに繋が

る。 

III.イノベーションや生産性を高める要因の上流には、組織マネジメントの姿勢として「謙

虚なリーダーシップ」が必要であり、そのリーダーを支える、障害に対する偏見（ステ

ィグマ）が低いチームメンバーの存在が重要である。謙虚さを育むリーダー教育と、チ

ーム全体のスティグマ軽減プログラムの実施が必要不可欠である。 

IV. チーム内に含まれる発達障害のある方の人数という観点を含め、チーム内で多様性を

確保することは、チーム全体のスティグマの軽減にも繋がる。 

 

2 節の各尺度に関する考察において述べたとおり、上記の要点にアプローチする取組み

は、既に発達障害のある方を雇用しその適性を活かすことができている先進企業で実践さ

れている。 

今回の調査によって、ニューロダイバーシティへ取り組むことが、どのようなメカニズ

ムで個人の生産性向上や組織全体のイノベーションに貢献しうるのか、その一端が、定量

的に示されたと言える。 

 

（２） 今後の展望 

本事業におけるフィールド検証では、発達障害のある方を既に雇用しさらにその適性を

活かすことを志向している企業を対象としたが、この条件に該当する国内の企業は少な

く、サンプル数が 200 名未満と限られてしまった。統計的な処理に耐えうるサンプル数と

しては、350～450 程度が本来必要とされる。今回の調査を予備的調査とし、今回明らか

となったスキームの再現性を確認しつつ、より複雑な構造の可能性を検証する本調査を、

サンプル数を十分に拡大して実施しても良いと考える。 

また上記の企業は全てが特例子会社や障害者雇用部門に発達障害のある方を集約して雇

用していたため、一般雇用部門との距離があり、一般雇用部門から健常者のみで構成され
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るチームを動員することは非常に難しい状況であった。一部の企業にはご協力をいただけ

たものの、結果として健常者のみのチームを供給した企業は 2 社と少なく、また回答率も

発達障害のある方を含むチームに比べて低かったため、健常者に関するデータには特にば

らつきが大きかった。障害の有無に関わらずチームの状態等が影響してデータがばらつい

ていたという可能性も考えられるが、本調査を実施する際には健常者のデータを提供する

企業数をもう少し増やした上で回収率を高める工夫を施しながら実施することが望ましい

と考える。 

 

今後は、前述の本調査に加えて、今回は期間が限られているがゆえに断念した介入研究

の実施も検討するべきだと考える。介入研究の場合は、対象が発達障害のある方を雇用し

たことがない一般雇用部門であるため、健常者のデータはむしろ今回よりも集めやすくな

ると考えられる。また、介入の前後での変化を評価することで、今回明らかになったスキ

ームが再現されるかを確かめることもでき、更なるエビデンスの強化に繋がる可能性があ

る。今回は実施しなかったが、チームレベルの尺度が個人レベルの尺度に影響を与える可

能性について検証するマルチレベルパス解析等を実施することで、より複雑かつ詳細な尺

度間の関係性が見出される可能性も残されている。 

介入研究の構想は 5 章 2 節の政策提言①「取組み方法論の試行導入と効果検証」におい

て詳述する。 
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図 3-16 ニューロダイバーシティへの取組みがイノベーションや生産性の向上に 

繋がる一連のスキーム 

 

 

※個人レベルとチームレベルの両方で分析を実施した尺度については、ボックスを 2 つ並

べ、チームレベルの分析結果に該当する方を斜体として表現している。 
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第4章 

調査結果レポートの作成
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1. 作成手法  

（１） 作成内容 

 本レポートは、第 2 章に記載したデスク調査やヒアリングの結果および第 3 章に記載

したフィールド検証の結果を、企業向けに周知し、ニューロダイバーシティへの取組みを啓

発することを目的とした。このため、作成にあたっては「ニューロダイバーシティへの取組

みは、企業にとって人材獲得とイノベーション・生産性向上に繋がりうる成長戦略である」

というキーメッセージを軸とした。 

また、ニューロダイバーシティに取り組もうとする企業に具体的な方法を伝えることも

目的としため、第 2 章に記載した方法論を、取り組むにあたってのゴール像と併せて詳細

かつ具体的に、順序だてて紹介する形とした。第 2 章で述べた通り、方法論は 3 通り作成

したが、レポートを読んだ各企業が自社はどのルートに当てはまるかがわかりやすいよう

フローチャートも示した。 

 

図 4-1 企業の状況ごとに適するルートを特定するためのフロー 

 

さらに、方法論は先進取組企業の事例を元に作成しているため、自社のルートの場合に参

考にできる先進取組企業を速やかに認識できるよう、ルートと企業分類の対応も明示した。 
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図 4-2 先進取組企業の分類と取組みのルートとの紐づけ 

 

 

 なお、フロー図の上部中央にある分岐について、一か所に集約して雇用する『集合型雇

用』と、現行の一般雇用と同様に様々な一般雇用部門の部署に配属して雇用する『分散型雇

用』の、どちらを選択するか迷う企業向けには、それぞれのメリットとデメリットを示し、

意思決定を支援できるようにした。 

さらに巻末には、企業が方法論を実践する際に参考になるよう、方法論で重要な役割を果

たしている就労支援機関の一例と、関連法令を掲載した。 
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図表 4-3 集合型雇用と分散型雇用の定義と、ニューロダイバーシティに取り組む上で

のメリット・デメリット 

 

 

 

（２） 作成方法 

（１）の内容を満たすよう、本レポートは下記の目次から構成し、各章および節の内容は本

事業で得られた様々な成果をインプットとして、本レポートに合わせて再構成し作成した。 

 

図表 4-4 調査結果レポートの目次と本事業の実施事項との対応 
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2. 成果物  

 次頁以降に、実際の成果物を掲載する。 

※本レポート p.35~61 に掲載している企業の事例は、第 2 章 2 節 2-3 に調査結果として別

途掲載しているため、本節では掲載を割愛する。 
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第5章 

総括・政策提言 
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1. 総括、今後の展望  

（１） ニューロダイバーシティへの取組み意義 

 ニューロダイバーシティに先行して取り組んでいる海外企業の成果事例を分析した結果、

企業がニューロダイバーシティに取り組む意義として主に 3 つが挙げられた。またこれら

3 つが日本の先行企業においても成果として現れ始めていることが明らかとなった。3 つ目

の「社会的責任」は、日本においてもダイバーシティに取り組む意義として広く理解され普

及しているため、ここでは詳述を控え、日本企業による理解と普及がいまだ十分とは言えな

い 2 つについて、概略を述べる。 

 

図表 5-1 海外で提唱されるニューロダイバーシティへの取組み意義と、 

ヒアリングで得られた日本企業で生じている成果の対応 

 

 

①人材獲得競争の優位性 

■海外企業の動向 

発達障害のある人材は、デジタル分野に親和性が高いことに加え、「未開拓」の人材で

ある点で、企業の注目を集めている。「未開拓」であるのは、コミュニケーションが不得

手等を彼らの特性が影響し、従来の面接中心の選考方法では企業が彼らの能力を把握しに

くくなっていることが理由と考えられている。 

現在では、IT 企業に加え、金融業、製造業に属する幅広い企業が、自社の雇用需要を満
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たす未開拓人材の獲得を期待してニューロダイバーシティへの取組みを開始し、実際にこ

れまで見出せなかった・採用から漏れてしまっていた、能力ある人材の獲得に成功してい

る。 

 

■日本企業の現状 

 日本においても、配慮や支援を提供することで、発達障害のある方の能力を引き出し、高

いパフォーマンスを発揮する人材を獲得することに成功している企業があることがわかっ

た。例えばデジタルハーツでは、ゲームが好きな元フリーター・元ひきこもりの人材を積極

採用し、訓練と合理的配慮を提供して育成することで、特異能力を持つスペシャリストとし

て高いパフォーマンスを発揮してもらうことに成功している。またサザビーリーグ HR で

は、デジタル業務に発達障害のある人材を雇用したところ、スキルアップに取り組む集中力

が非常に高く、高度な専門性を獲得することに成功し、本社 IT 部門へ出向する人材まで登

場しているという。 

 

■日本企業が取り組む意義 

日本においても発達障害のある方の就職率は、障害者全体に比べても低い状況である。こ

れに加え、日本では 2060 年までに生産年齢人口が約 35％減少し、成長市場である IT 業界

では 2030 年時点で IT 人材が需要に対して約 79 万人不足するとの試算も出されている。

一方で、発達障害があると診断される方の人数は、社会啓発が進んできた結果として、近年

増加傾向にある。 

すなわち、「未開拓」の人材は日本にも豊富に存在している。IT 人材の不足を解消し、デ

ジタル化が急速に進む世界において持続的に成長するための戦略として、発達障害のある

方を IT 人材として新たに雇用することは有効である可能性が大いにあり、取組み意義は大

きいと言える。 

 

②生産性の向上、イノベーションへの貢献 

■海外企業の動向 

 多くの企業で、生産性の向上やエラーの減少といった成果が確認されている。Harvard 

Business Review でも、「ニューロダイバースなチームは、そうでないチームに比べ、約 30%

効率性が高い」「障害を持つ同僚の「仲間」またはメンターとして行動する「バディシステ

ム」を実装している組織では、収益性は 16％、生産性は 18％、顧客ロイヤリティは 12％上

昇している」といった報告が出されていた。 

 加えて、ニューロダイバーシティに取り組むことにより、発達障害のある方のみならず、

以前から雇用されている社員においても、社員のエンゲージメント（※）の向上や退職率低

減にポジティブな影響が生じている、といった報告もあることがわかった。 
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■日本企業の現状 

日本国内でも、発達障害のある人材のパフォーマンスが品質向上や生産性向上に繋がっ

たという成果や、発達障害を含む障害のある人材がいるからこそイノベーションが創出さ

れた事例などが生まれている。例えばヤフー、デジタルハーツ、デジタルハーツプラス等へ

のヒアリングからは、専門業者も見つけられなかった不具合を発達障害のある社員が発見

する等、高いパフォーマンスを発揮し、デバック業務の品質の高さが評価されている。また

日本 IBM では、障害を「多様性があるからこそ生まれる可能性」と捉え、バリアのある人

の視点を取り込んだ結果、数多くのイノベーションが誕生している。 

 

■フィールド検証の結果を踏まえた、日本企業が取組む意義 

実際に、フィールド検証においても、ニューロダイバーシティに取り組むことが生産性や

イノベーションへ繋がることが示唆された。本検証から、生産性向上には 3つの要因（文化

的要因、物理的要因、個人に帰属しうる要因）が影響しており、さらにその上流からリーダ

ーシップの在り方とチームにおける障害に対する偏見の強さが影響を及ぼしていることが

わかった。また、イノベーションとの関連が先行研究で示されている、心理的安全性等の文

化的要因に対しても、リーダーシップの在り方とチームにおける障害に対する偏見の強さ

が影響を及ぼしていることがわかった。 

すなわち、これらの要因にアプローチすることが、生産性向上やイノベーションに繋がる

ということが示されたが、ニューロダイバーシティ先進取組企業では、既にこれらの要因を

改善する活動が自然と実施されていることが、ヒアリング調査を通じて明らかになった。 

ここから、発達障害のある方を雇用し、一般業務でその適性を活かして業務を行ってもら

おうとすると、自然と生産性向上やイノベーションに繋がる要因を改善する活動を行うこ

とになるものと推察される。ニューロダイバーシティに取り組むことは、生産性、加えてイ

ノベーションの源泉である心理的安全性を高めることに繋がることが示唆され、企業の取

組み意義はやはり大きいと言える。 

 

（２） ニューロダイバーシティに取り組む方法 

デスク調査で明らかになった海外の先進取組企業の取り組み方法をベースとして、国内

外の先進取組企業にヒアリング調査を実施した結果、発達障害のある方を一般業務に雇用

するために必要なステップは 5 つに整理でき、各企業が各ステップでポイントとして挙げ

た要素を元に各ステップで達成するべき目標も取りまとめることができた。 

 各ステップの詳細は、企業が発達障害のある方を雇用する形態によって異なる。 

特例子会社や障害者雇用部門の内部で雇用しようとする場合には、採用計画・人材要件等

を一般雇用部門と独立して検討でき、また支援リソースを集約できるため採用から受入れ

までの流れを比較的スムーズ進めやすい。一方で、一般雇用部門との距離が出来てしまうた

め、中長期的なキャリア開発の設計時には、より一般雇用部門の水準を意識し、発達障害の
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ある方のキャリアを制限することのないよう注意する必要がある。 

また、一般雇用部門内で雇用しようとする場合には、採用計画や人材要件等については全

社の方針と整合をとる必要が生じることに加え、十分な支援や配慮を提供できる社員や理

解者となれる社員が身近にいない部署に発達障害のある方が配属された場合でも、困りご

とをひとりで抱え込まず、その都度解消して安定して働けるよう、マイノリティコミュニテ

ィやジョブコーチ等の専門家にいつでも相談できる体制を構築しておく必要がある。一方

で、中長期的なキャリア開発の設計については一般雇用部門で働く他の社員と共通なので、

発達障害のある方が「その適性を活かして戦力として活躍する」という意味では、より理想

的な環境を提供することができると考えられる。 

（３） 今後の展望 

 今後、デジタル化がますます加速する社会において、より多くの企業が（1）に挙げたよ

うな効用を得られ、企業ひいては日本の産業の成長に繋がっていくよう、発達障害のある方

を一般業務にて雇用する企業、さらには一般雇用部門で雇用する企業が増えることが望ま

しい。 

 なお、いきなり一般雇用部門において発達障害のある方を雇用することが難しい場合は、

途中段階として特例子会社や障害者雇用部門を設けて、一般雇用部門と同等の業務（以下、

一般業務と記載）に発達障害のある方を従事させつつ、採用・受入・定着の経験・ナレッジ

を集中的に蓄積してから、徐々に一般雇用部門での雇用に移行する、という選択肢も有効で

あると考える。よって、最終的なゴールは、「一般雇用部門で発達障害のある方が一般業務

に従事している状態」、短期的なゴールは、「組織形態に依らず発達障害のある方が一般業務

に従事している状態」とするのが適当であると考える。 

一方で、企業がニューロダイバーシティに取り組むにあたっては、様々な課題も想定され

る。例えば、本事業で示したインセンティブに関心は持ちつつも、発達障害のある人材をい

きなり社員として雇用する前に、実際に業務を経験してもらうことでその人材のポテンシ

ャルを確かめ、自社の事業に適合するか見極めたい、という慎重な意見が出ることが想定さ

れる。また、例えばデバック業務などは発注に波があり、発達障害のある人材を雇用しても

彼らに実施してもらう業務を安定して確保できるか、といった点に不安を抱える企業もい

るであろう。さらに、方法論で重要な役割を果たしていた就労支援機関との連携には費用も

発生するため、投資対効果を懸念して一歩を踏み出しにくいと感じる企業もいるかもしれ

ない。 

また、就労支援機関へのプレヒアリングで明らかになった通り、課題は企業側のみならず、

就労支援機関側にも存在する。福祉の専門性とビジネスの視点（企業の業務とのマッチング

評価など）を併せ持つ支援員の確保は、ニューロダイバーシティに取り組む企業が増えてき

た際には重大な課題となることが見込まれる。 

多くの企業が前述のゴールに到達できるよう、これらの課題を解消していく必要があり、

そのための各種施策として、次の節で政策案を提言する。 
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2. 政策提言  

今後、企業がニューロダイバーシティに取組みやすい環境を構築し、企業による取組みを

普及・拡大させていくにあたっては、図 5-2 に示す 5 つの取組みが必要だと考える。 

 

図表 5-2 ニューロダイバーシティ普及に向けた 5 つの取組 

 

（１）～（５）のそれぞれについて、政策の案を下記に記載する。 
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（１） 企業での実績・成功モデルづくり 

①取組み方法論の試行導入と効果検証  

■背景 

本事業においては、既にニューロダイバーシティへの取組みを開始している企業を対象

とした検証を実施し、方法論を構築した。今後は、この方法論がこれから取組みを開始しよ

うとする企業に導入した際に実際に機能すること、そして取組みの結果が先進取組企業と

同様のインセンティブに繋がることを確かめる必要がある。 

■実施内容案 

これから方法論を新たに実践しようとする企業を募り、支援機関との連携等の体制整備、

本事業で作成した方法論を実際に試行導入し、運用可能性と効果を検証する。 

➢ 対象 

 対象企業は下記 2 種類を想定している。 

A) ニューロダイバーシティに関心を持っているが、発達障害のある人材を IT 人材として

積極的に雇用してこなかった企業 

B) 新興 IT 企業であり、急速な事業成長により法定雇用率の充足が喫緊の課題となってい

る企業 

 A については IT 企業とその他の企業、大企業と中小企業、といった様々なセグメントを

対象とすることが望ましい。特に、IT 企業以外の企業においては、急速にデジタル化する

社会において、デジタル戦略を策定しそれを実行するための人材を必要としながら、IT 企

業との激しい人材獲得競争に直面し、困難を抱えている企業もあると想定される。このよう

な企業には、IT 人材不足を解決し企業のデジタル戦略を推進するための手段として、ニュ

ーロダイバーシティへの取組み余地があるものと考える。実際に、海外においては JP モル

ガン・チェース・アンド・カンパニー、キャタピラー、プロクター・アンド・ギャンブル等

の IT 業界以外に属する大手企業が、自社の IT 人材として発達障害のある方を積極的に雇

用している。 

➢ 体制 

試行導入にあたっては、実際に企業が発達障害のある人材を雇用するとなると各企業の

制度や雇用計画との調整が必要となり企業側の負担も非常に大きくなるため、まずはイン

ターンシップとして就労支援機関等に所属する発達障害のある人材を、企業の一般雇用部

門に受入れてもらうことを想定する。このインターンシップは、発達障害のある人材にとっ

ては就業体験、企業の一般雇用部門にとっては発達障害のある方に触れ、共に働く体験の機

会としたい。先進取組企業の事例を踏まえると、インターンシップ等の短期間であっても発

達障害のある人材に直接接することによって、スティグマが大幅に軽減されることが示唆

されており、発達障害のある人材への理解促進という副次的効果も見込める。 
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図表 5-4 方法論の試行導入と効果検証の実施体制イメージ 

 

 

➢ 内容詳細 

この試行導入を様々なセグメントの企業（IT 企業とその他の企業、大企業と中小企業な

ど）で実施することで、各セグメントで実践する上でのポイントを明らかにし、既存の方法

論を各セグメント向けに更新することで、様々な性質を持つ企業がより取り組みやすい状

態となることが望ましい。加えて、各セグメントが持つ課題を洗い出し、各セグメントにお

ける今後の取組み拡大に向けた方策案を策定しても良い。 

➢ 期間 

実施期間は、準備期間および事後の効果分析等に必要な期間を除いて、約半年間を見込む。 

 

➢ 検証方法 

効果検証にあたっては、本事業のフィールド検証で測定した尺度を中心に測定し、試行導

入期間の前後における各尺度の数値を比較しその上昇・下降幅を評価したり、数値が先進取

組企業と同等の値に到達するかを評価したりすることを想定する。 

 

②福祉機関のノウハウが一般雇用部門にもたらす効果の検証、導入モデル事業 

■背景 

ダイバーシティ経営においては、多様な特性・心身の状態を抱えた人材を、ひとりも残

さず拾い上げ活躍させることが目指される。ニューロダイバーシティも、発達障害に特に

焦点を当てているだけで、根本的な趣旨はこれと共通している。 

本事業の方法論で重要な役割を果たしていた就労支援機関には、障害のある方それぞれ

の特性や心身の状態に合わせた適切な配慮と訓練を提供することで、各個人の就労準備性

を高めると共にパフォーマンスを高め安定させるノウハウが蓄積されていると考えられ

る。 



 

130 

 

そしてこのノウハウは、障害のない人材に対しても、一定の効果を生み出す可能性が想

定される。ニューロダイバーシティの概念にある、「脳や神経、それに由来する個人レベ

ルでの様々な特性の違い」は、障害のない人にも当てはまる考え方である。障害のない人

であっても、心身に不調を抱えていたり、職場に馴染みにくかったりする場合など、自身

と周囲との関係性において何らかの障害を抱えている方は少なくないと思われ、これが生

産性の低下などのネガティブな結果に繋がっている可能性も否定できない。 

■実施内容案 

就労支援機関などの福祉機関に蓄積されている配慮や訓練のノウハウを、一般雇用部門

にも導入することで、一般雇用部門のパフォーマンスを高めることができるか検証するモ

デル事業を実施しても良いと考える。実施にあたっては、就労支援機関を受け入れる企業に

て、その効果をモニタリングし検証することを想定する。 

 

（２） 課題提起 

③啓発イベント等での発信  

■背景 

ニューロダイバーシティという概念と企業戦略としての有効性、およびこれに政府およ

び経済界が関心を寄せていることを、発達障害のある方、その家族、その他企業関係者等に

幅広く知らせるための発信活動が必要である。 

■実施内容案 

具体的には、発達障害に関連する国内の各種啓発イベント（例：日本自閉症協会『自閉症

啓発デー・発達障害週間』など）やその他政府主導の講演会などでの発信を想定する。 

 

（３） 実績の横展開・拡大 

④好取組企業の選定と公開 

■背景 

発達障害のある方やその家族がニューロダイバーシティに関心を持ったとしても、現時

点ではどのような企業や支援機関にアクセスすればよいのかについてまとめられた資料は

少ない。 

■実施内容案 

発達障害のある方が実際に活躍機会にアクセスできるよう、ニューロダイバーシティに

積極的に取り組んでいる企業や発達障害のある方向けに就労支援を実施している支援機関

の情報を一覧化し公表することは有用であると考えられる。 

 本事業で作成した調査結果レポートにも、先進取組企業や支援機関の情報が掲載されて

いるが、これはヒアリング調査で知り得た情報に過ぎず、不足がある可能性もある。発達障

害のある方やその家族のアクセスを向上させることを目的として再整備する必要があると
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考える。 

 

⑤IT企業コンソーシアム設立に向けた基礎的な検討 

■背景 

本事業でもデジタル分野に焦点を当てた通り、発達障害のある人材はデジタル分野に親

和性が高いことが示唆されている。よって、より多くの企業に取組みを普及させるにあたっ

ては、IT 業界に業界規模で啓発を実施することは有効であると考えられる。 

 また、本事業において実施した先進取組み企業へのヒアリングでは、他社の取組を参考と

するため企業間で情報連携を実施しているという例が複数聞かれた。各企業が取組み内容

や創意工夫を発信・共有・相談し合える場を作ることは、取組みノウハウや効果の横展開を

加速させ、企業の取組み意欲の向上や課題解決の促進に資すると考えられる。さらにその場

に経営トップが参加すれば、経営トップの意識変容に繋がり、取組みの開始や更なる推進に

繋がる展開も生じうると思われる。 

■実施内容案 

 IT 業界全体を対象として、各社が集うコンソーシアムを組織し、この内部での情報連携

および外部への情報発信を支援することは、ニューロダイバーシティへの取組みを普及さ

せるにあたって有用であろう。 

まずはその有効性や課題、企業からのニーズなどについて、基礎的に調査すると共に、類

似する既存団体等に意見を聴取するところから始めるのが適当と考えられる。 

 

（４） インセンティブの提供 

⑥ニューロダイバーシティ取組み企業への発注と成果発信 

■背景 

 より多くの企業が発達障害のある方を自社でも積極的に雇用しようと取組みを開始する

ことが望ましいが、彼らを雇用した後に十分に業務を確保できる、具体的には IT 企業であ

れば十分に発注が生じるような外部環境がなければ、やはり取組みを開始するハードルは

高い。 

 現状では、発達障害のある方が実施する業務の品質の高さ・生産性の高さといったメリッ

トは、多くの企業に広く認知されている状況にはなく、むしろ障害に対する偏見（スティグ

マ）を持つ企業関係者は少なくないと予想される。 

■実施内容案 

 政府やニューロダイバーシティへの理解に富んでいる大手企業といった大きな社会的イ

ンパクトを持つ組織が中心となって、発達障害のある方を IT 人材として雇用している企業

に積極的に発注を行い、発注実績とその成果を世間に広く発信することで、発達障害に対す

るスティグマを払拭すると共に、発達障害ある方を含むチームに発注するインセンティブ

を明示していくことが有効と考える。 
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図表 5-3 フィールド検証の結果から導かれたスキーム 

 

 

 発達障害のある方が実施する業務の品質の高さ・生産性の高さといった点をしっかりと

示していくことが、大手企業がニューロダイバーシティを企業経営に導入しやすいインセ

ンティブを促していくことに繋がる。 

  

⑦企業がニューロダイバーシティに取り組まないことによる経済的損失の推計 

■背景１ 

 本調査事業では、ニューロダイバーシティに取り組むインセンティブとして生産性の向

上とイノベーションへの貢献を定量的に示したが、現状では取り組んでいない企業が多い

中で、企業に取組み必要性をより強く訴求するため、取り組まないことによる損失を推計し

公表するのも効果的であろうと考える。 

■実施内容案１ 

 例えば、①の試行導入の効果測定結果から、導入前後の生産性の差分などを算出し、これ

を経済的損失額として推計し公表する、といった方法が考えられる。または、広く個人に対

してアンケート等を実施して、その個人が所属する企業が本事業のフィールド検証で扱っ

たイノベーションや生産性の上流に位置づく文化的要因、物理的要因、リーダーシップ、ス

ティグマ等へどの程度取り組んでいるかについて回答を得て、取組みのある例とない例と

の間で生じる生産性の差等から経済的損失額を推計するという方法も考えられる。 

 

■背景２ 

 また、ニューロダイバーシティに限らず、企業のダイバーシティ推進を後押しするドライ

バーのひとつに、市場の圧力がある。特に近年では、ダイバーシティへの取り組み有無が消

費者の購買意思決定要因となったり、新卒採用市場において学生が企業を選ぶ基準となっ

たりする事例もあり、企業の危機感に繋がっている様子も見て取れる。 
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■実施内容案２ 

 例えば、一般消費者や新卒採用に臨もうとする学生を対象にアンケート等で調査を行い、

購買意思決定や企業選択に、企業のダイバーシティへの取組み度合がどれだけ影響を及ぼ

しているか測定し、それを経済的損失額として推計し公表することで、企業にニューロダイ

バーシティを含むダイバーシティへの取組み必要性をより強く訴求できると考える。 

 

⑧表彰制度・銘柄の創設による評価と発信の義務化 

■背景１ 

 企業がダイバーシティに取り組む上では市場からの圧力がドライバーとなりうる。よっ

て、自社の取組みが社外から公的に認められ賞賛を得ることは、企業にとって取組みをさら

に推進させるドライバーになりうると共に、取組みの減速を阻止するストッパーとしても

機能しうる。そこで優れた取組みを実施している企業を国として選定し、これを表彰と共に

公表するといった取組は有用であると考えられる。 

■背景２ 

また、特に女性活躍や健康経営に関する取組は、株式市場からの圧力が企業に取組みを加

速させた好例と言える。株式市場で評価する仕組として健康経営銘柄などを設けたことに

より、現場のみならず経営トップ層にも健康経営が「経営課題」として認識され、産業界全

体で取組みが一気に加速した。この成功事例に倣い、ニューロダイバーシティへの取組みも

株式市場で評価される状態となれば、より経営トップの関心事とすることができ、取組みの

加速を期待できると考える。 

■実施内容案 

例えば、新規に独立した銘柄を創設する他、ニューロダイバーシティへの取組みをコーポ

レートガバナンスコードの改訂に伴い追加された「多様性の確保に向けた人材育成方針・社

内環境整備方針・実施状況の公表」の対象と捉え、政府としてこの公表を促していく。 

 

（５） ニューロダイバーシティ人材の育成と供給 

⑨就労支援機関に対する啓発と支援人材育成、機能拡充支援 

■背景 

本事業の方法論にも取りまとめた通り、企業が発達障害のある人材を雇用するにあたっ

て就労支援機関の果たす役割は大きい。一方で、就労支援機関へのプレヒアリングで明らか

になった通り、福祉的な支援の専門性と、企業との業務上のマッチングを評価する能力（ビ

ジネス視点）を併せ持つ支援員は少ない。特にニューロダイバーシティが企業の成長戦略と

して普及していった場合、このような支援員の需要が増加し、人材として不足することが想

定される。 

■実施内容案 

 既存の就労支援機関にニューロダイバーシティについて啓発を行うと共に、福祉とビジ
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ネスの両方の専門性を持つ支援員を育成する重要性について訴求し、対策を講じるよう呼

びかける必要がある。 

 具体的には、支援人材の能力開発を目的とした研修等の開発・実施が重要である。 

 さらに、発達障害のある人材が、就労支援機関でより実務に近い経験と専門性を身に着け

てから企業に就職すると、スムーズに即戦力として活躍することができることが、Kaien へ

のプレヒアリングおよび先進取組企業へのヒアリングから明らかになっている。これを踏

まえ、就労支援機関にニューロダイバーシティ先進取組企業と共同で実践的な IT 技能を習

得するためのプログラムを開発してもらい、これを運用することも有用であると考えられ

る。 

 なお、IT スキルの評価については、既存の情報処理技術者試験等の公的制度を用いるこ

とができると考える。
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参考資料 フィールド検証 

アンケート調査票 
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調査へのご協力のお願い

この度は、本アンケート調査へのご協力、誠にありがとうございます。

この調査は、経済産業省が野村総合研究所に委託して実施しているダイバーシティ経営推進事業の一貫で実施するものです。イノベーション創出や生産性向上を促すダイバーシティ経営は、

就労人口の維持のみならず、企業の競争力強化にも不可欠であり、企業が適切な配慮のもと障がい者を積極的に登用し、障害特性に応じて能力を発揮できる環境を整備していく必要があります。

特に昨今、発達障がいを人間のゲノムの自然で正常な変異ととらえる「ニューロダイバーシティ」という考え方のもと、彼らの持つ特定の優れた能力を企業活動に活かそうとする動きが

芽生えつつあります。そこで本調査では、「ニューロダイバーシティ」という新たな概念を多くの企業が取り入れるインセンティブとなるエビデンスを取得することを目的とします。

インセンティブにはイノベーション創出・生産性向上を見据え、発達障害を含む様々なダイバーシティを持つ組織の創造性、生産性、その他職務環境等を調査・分析します。

※全ての回答結果に対し、匿名化処理を行うため、あなたの回答から、あなた自身やあなたの所属するチームまたは会社が特定されることは一切ありません。

※あなたの回答結果を見るのは、調査を実施している野村総合研究所の調査チームのみであり、あなたの会社に所属する方は、あなたの上司を含め、誰も回答結果を見ることはありません。

また、野村総合研究所の調査チームからあなたの会社やその他外部に対し、あなた自身やあなたの所属するチームまたは会社を特定できる状態で情報が開示されることも一切ありません。

安心してご回答ください。

調査期間：2022年1月28日（金）～2022年2月14日（月）

回答方法

設問は全部で24問あります。あまり考え込まず、あなたの率直な考えを回答してください。（所要時間目安：20分間）

主に選択式ですが、一部に自由記入欄もあります。いずれも設問文に回答形式が明記されていますので、これに従ってください。

回答結果の保存方法

回答が済みましたら、Excel上部の"ファイル"タブから「名前をつけて保存」を選択し、ファイル名の末尾に回答者コード7ケタを記載の上、保存してください（例：【NRI】調査票_標準版_AA0101L）。

提出先： ●●●

【提出前にご確認ください！】

各Qの下に「未回答」の表示があります。この表示は、各設問の回答欄をすべて埋めると、「回答完了」の表示に変わります。

全てのQについて「回答完了」になると、アンケート末尾の「回答完了確認」欄にも「回答完了！」と表示されます。

「回答完了確認欄」が「未回答」のままの場合は、いずれかのＱが未回答となっていますので、

未回答になっているＱを探し出して回答し、「回答完了確認」欄が「回答完了」になったことを確認してから、提出するようにしてください。

本調査に関するお問い合わせ先

株式会社野村総合研究所　ヘルスケア・サービスコンサルティング部

担当：木島・高田

e-mail:  neurodiversity_r3jissyou@nri.co.jp

TEL: 070-7530-8968

経済産業省

令和３年度　産業経済研究委託費

イノベーション創出加速のためのデジタル分野における「ニューロダイバーシティ」の取組可能性に関する調査
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Q1

未回答！ あなたの回答者コードをご記載下さい【記入：英数字7文字】

回答者コードとは、この調査のためにあなたに付番された英数字７文字の番号です。

わからない方は、本調査に関する貴社内の実施担当者の方へご確認下さい

例）SH0101L、SH0102S、SH0103M、YA0104M、等

ご記載頂くと、回答欄の下に「リーダー」「サブリーダー」又は「メンバー」のいずれかが表示されます。

回答欄の下に「リーダー」「サブリーダー」と表示された方は、以降一部の設問への回答が不要になります。

Q2

未回答！ あなたは、以下のいずれかに該当しますか。【プルダウンより選択】

医師から診断を受けており、既にあなたの職場に伝えているものについてのみ、「1.該当する」として下さい。

複数の項目に該当する場合は、複数の項目で「1.該当する」とお答えいただいても構いません。

1.該当する

2.該当しない

Q3

未回答！ あなたの年齢をご記載下さい【記入：数値のみ：0-100】

Q4

未回答！ あなたの性別について当てはまるものを以下から選択して下さい【プルダウンより選択】

1.男性

2.女性

3.その他

4.無回答

Q5

未回答！ あなたの最終学歴について当てはまるものを以下から選択して下さい【プルダウンより選択】

1.中学校卒業

2.高等学校卒業

3.高等専門学校卒業

4.大学卒業

5.大学院修士課程修了

6.大学院博士課程修了

7.その他

Q6

未回答！ あなたの現在の職場での勤続年数を記載してください。【記入：数値のみ：0-100】

1年未満の部分を繰り上げて回答してください

例）3か月→1年、3年9か月→4年、等

Q7

未回答！ あなたの現在の業務内容はどのようなものですか。【プルダウンより選択】

以下のリストから、最も当てはまるものと、2番目に当てはまるものを、それぞれ選択してください。

※最も当てはまる業務内容を選択した段階で、「回答完了」の表示に変わりますが、気にせず、2番目に当てはまる業務内容も選択してください。

※当てはまるものが一つしかない場合は、最も当てはまる業務内容のみをご回答ください。

最も当てはまる業務内容

2番目に当てはまる業務内容

選択肢 主な業務内容

1.データ入力作業 データ入力作業。ただし、データの分析等は含まない。

2.ファイリング・書類整理 資料のファイリング、PDF化、印刷業務

3.オフィス清掃作業 オフィスの清掃業務

4.郵便作業 郵送仕分け、宛名貼り等の郵送事務

5.映像・画像編集 映像や画像の編集作業

6.社内SE 自社内システムの設計・構築・運用・保守

7.システムエンジニア

8.プログラマー 設計書を元に、プログラミングを実施

9.Webエンジニア Web上で動作するソフトウェアの設計、開発、保守、運用

10.Webデザイナー WebサイトやWebアプリのデザイン設計

11.フロントエンドエンジニア デザイン設計をもとにJavaScript（jQuery）やHTMLの設計・実装

12.データベースエンジニア データベースの設計、構築、運用、保守

13.インフラエンジニア コンピュータネットワークやサーバーの設計、構築、保守、運用

14.エンベデッドエンジニア 家電製品などへのソフトウェアを組み込み、製品を制御するプログラムの設計・開発

15.カスタマーエンジニア クライアントへの訪問または常駐にて、システムや機器に不具合が生じた際の対応

16.セキュリティエンジニア サイバー攻撃、情報漏えいを防ぐためのシステム設計・構築・運営

17.サポート・ヘルプデスク 顧客からの問い合わせを受け、操作方法の説明やトラブルへの対応

18.テストエンジニア 開発した製品が機能するか、バグがないかなどのチェック

19.データアナリスト データ分析により、消費動向や将来的なニーズを予測、問題解決を図る

20.製品開発/研究開発 新しいハードウェア、アプリケーションの開発を行う

21.プロジェクトマネージャ プロジェクトのスケジュール、予算、品質、納期など、プロジェクト全体の把握・管理

22.セールス 自社のサービスやプロダクトを顧客に提案する

23.ITコンサルタント 顧客の課題を見極め、それがシステムによってどのように改善・解決されるのかを提案

24.その他 上記以外の業務

回答欄

回答欄

回答欄

社外の顧客の要望を元にした設計書を作成、プログラマーへの伝達

経済産業省 令和３年度産業経済研究委託費「ニューロダイバーシティ」の取組可能性に関する調査

回答欄

回答欄

自閉スペクトラム症/自閉スペクトラム障害（ASD）、自閉症、高機能自閉症、アスベルガー症候群、広範性発達障害

注意欠如多動症/注意欠如多動障害（ADHD）、注意欠陥多動性障害

学習障害（LD）、限局性学習障害、読字障害、識字障害、算数障害

その他の発達障害（トゥレット症候群、吃音等）

回答欄

回答欄

精神障害（統合失調症、気分障害、うつ病、躁病、アルコールや薬物依存症、パーソナリティ障害、パニック障害等）

知的障害（知的能力障害群、精神遅滞）

身体障害（視覚障害、聴覚・平衡機能障害、音声・言語・ソシャク機能障害、肢体不自由、その他内部障害）

その他の障害
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Q8

未回答！ Q7で回答したあなたの担当業務について、あなたの熟練度を以下の選択肢で評価して下さい。【プルダウンより選択】

レベル１ ：求められた業務範囲を、他者の指導の下で達成できる

レベル２ ：求められた業務範囲の一部は、独力で達成できる

レベル３ ：求められた業務範囲の全てを、独力で達成できる

レベル４ ：求められた業務範囲について、他者を指導・育成できる

レベル５ ：求められた業務範囲の第１人者として、社内で認知されている

Q9

未回答！ あなたは、ご自身のチームのリーダーと、週に何回程度接していますか。【記入：数値のみ：0-100】

何らかの意思疎通が行われた場合を１回と数えて下さい。

朝の挨拶、職場での雑談、などごく限られた時間であっても１回と数えて下さい。

会議での同席など、長時間継続して接点があった場合は、時間の長さに関わらず1回と数えて下さい。

Web会議やメール、チャットなど、リモートワークの場合も含めて回答してください。

Q1で「リーダー」と表示された方は、この説明は回答不要です。

Q10

未回答！ あなたは、ご自身のチームのリーダーとの共同作業を、週に何時間程度実施していますか。【記入：数値のみ：0-100】

業務上の何らかの作業を共同で行った時間をご回答ください。

朝の挨拶、職場での雑談、1on1やキャリア面談など業務上の作業を伴わない活動は含みません。

リモートワークの場合も含めて回答してください。

Q1で「リーダー」と表示された方は、この説明は回答不要です。

Q11

未回答！ あなたのチームのリーダーの特性について、以下の項目はどの程度当てはまりますか？【プルダウンより選択】

当てはまるものを以下からそれぞれの項目について選択してください。

Q1で「リーダー」と表示された方は、この説明は回答不要です。

1.全く同意しない

2.同意しない

3.あまり同意しない

4.どちらでもない

5.やや同意する

6.同意する

7.強く同意する

リーダーの特性　※各項目の”この人物”は、あなたのリーダーを指します

Q12

未回答！ あなたのチームのサブリーダーの有無をご回答下さい。【プルダウンより選択】

わからない方は、本調査に関する貴社内の実施担当者の方へご確認下さい

1.いる

2.いない

Q1で「リーダー」又は「サブリーダー」と表示された方は、この設問は回答不要です。

Q13

未回答！ あなたのチームのサブリーダーの特性について、以下の項目はどの程度当てはまりますか？【プルダウンより選択】

当てはまるものを以下からそれぞれの項目について選択してください。

Q1で「リーダー」又は「サブリーダー」と表示された方は、この設問は回答不要です。

Q1で「メンバー」と表示された方で、Q12で、チームにサブリーダーがいない、と回答した方は、この設問は回答不要です。

1.全く同意しない

2.同意しない

3.あまり同意しない

4.どちらでもない

5.やや同意する

6.同意する

7.強く同意する

サブリーダーの特性　※各項目の”この人物”は、あなたのサブリーダーを指します 回答欄

この人物は、批判的な内容であっても、フィードバックを積極的に求める。

この人物は、何かのやり方がわからないとき、そのことを認める。

この人物は、自分よりも他人のほうが多くの知識やスキルを持っているとき、そのことを認める。

この人物は、他人の長所に注意が向く。

この人物は、他人の長所をよく褒める。

この人物は、他人の特異な貢献に対して感謝を示す。

この人物は、他人から意欲的に学ぼうとする。

この人物は、他人のアイデアに耳を傾ける。

この人物は、他人の助言に耳を傾ける。

回答欄

回答欄

回答欄

この人物は、他人のアイデアに耳を傾ける。

この人物は、批判的な内容であっても、フィードバックを積極的に求める。

この人物は、何かのやり方がわからないとき、そのことを認める。

この人物は、他人の助言に耳を傾ける。

回答欄

この人物は、自分よりも他人のほうが多くの知識やスキルを持っているとき、そのことを認める。

この人物は、他人の長所に注意が向く。

この人物は、他人の長所をよく褒める。

この人物は、他人の特異な貢献に対して感謝を示す。

この人物は、他人から意欲的に学ぼうとする。

回答欄
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Q14

未回答！ あなたのチームの特性について、以下の項目はどの程度当てはまりますか？【プルダウンより選択】

当てはまるものを以下からそれぞれの項目について選択してください。

1.全くあてはまらない

2.ほとんどあてはまらない

3.あまりあてはまらない

4.どちらともいえない

5.ややあてはまる

6.かなりあてはまる

7.非常にあてはまる

※各項目の”チーム”は、あなたが所属するチームを指します

Q15

未回答！ あなたのチームの特性について、以下の項目はどの程度当てはまりますか？【プルダウンより選択】

当てはまるものを以下からそれぞれの項目について選択してください。

1.全くそう思わない

2.そう思わない

3.どちらともいえない

4.そう思う

5.非常にそう思う

※各項目の”チーム”は、あなたが所属するチームを指します

Q16

未回答！ １ダースの半分はいくつですか。以下の内、当てはまる数字を選択してください。【プルダウンより選択】

3

4

6

12

24

36

※この質問は、今回のアンケートの主旨とは直接関連しませんが、あなたの回答内容にあなたの意思が反映されているかを、アンケート依頼者が

判断するためのものです。他の質問と合わせて回答を頂けますよう、お願い致します。

Q17

未回答！ あなたの特性について、以下の項目はどの程度当てはまりますか？【プルダウンより選択】

当てはまるものを以下からそれぞれの項目について選択してください。

1.全く行わない

2.ほとんど行わない

3.どちらともいえない

4.時々、行う

5.常に行う

Q18

未回答！ 病気やケガがないときに発揮できる仕事の出来を100%として、過去4週間のあなたの仕事を評価して下さい【記入：数値のみ：1~100の数字を記入】

出勤には、リモートワークでの出勤も含みます。

Q19

未回答！ 昨年１年間に、自分の病気で何日仕事を休みましたか。【記入：数値のみ：1~100の数字を記入】

リモートワークは、休みには含みません。

チームメンバーがミスをすると、しばしば白い眼で見られる。

このチームのメンバーらは、問題や困難について話し合うことができる。

このチームのメンバーらは、自分とは異なるという理由で他者を拒絶する可能性がある

このチームでは、リスクを取っても安全だ。

このチームでは、他のメンバーに助けを求めることは困難だ。

私たちは、互いの居所や人となりを共有している。

私たちは、教育と訓練から得た専門性を共有している。

回答欄

休んでいる人の仕事を代わりに手伝ってあげる。

仕事上のトラブルを抱えている人を，進んで手助けする。

他の部署を尋ねに来た訪問者の応対をする。

自分の周りにいる同僚や部下，上司に手を貸せるようにいつも準備している。

私たちは、互いの成功談および失敗談を共有している。

他の部署にいる人の仕事を助けてあげる。

上司の仕事であっても進んで手伝う。

回答欄

多くの仕事を抱えている人の手助けをする。

私たちは、新聞・雑誌・専門誌・テレビから得たビジネスの知識を共有している。

私たちは、職務経験から得たノウハウを互いに共有している。

回答欄

私たちは、ビジネスの提案書と報告書を互いに共有している。

私たちは、ビジネスのマニュアル、モデル、方法論を互いに共有している。

このチームのメンバーと一緒に仕事をするとき、私ならではのスキルや才能が価値を認められ、生かされている。

このチームには、私の努力を無駄にしようとするメンバーはいない。

回答欄

回答欄

同僚の仕事上のトラブルを進んで手助けする。

回答欄
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Q20

未回答！ あなたの特性について、以下の項目はどの程度当てはまりますか？【プルダウンより選択】

当てはまるものを以下からそれぞれの項目について選択してください。

1.全くあてはまらない

2.ほとんどあてはまらない

3.あまりあてはまらない

4.どちらともいえない

5.ややあてはまる

6.かなりあてはまる

7.非常にあてはまる

Q21

未回答！ ひと月の日数が30日未満である月は、1年間のうちにいくつありますか。あてはまる数字をお選びください。【プルダウンより選択】

0

1

2

3

4

5

※この質問は、今回のアンケートの主旨とは直接関連しませんが、あなたの回答内容にあなたの意思が反映されているかを、

アンケート依頼者が判断するためのものです。他の質問と合わせて回答を頂けますよう、お願い致します。

Q22

未回答！ あなたが勤務している職場の方々が、精神科にかかったことのある人のことをどう思っているかについて、あなたの意見をお伺いします。【プルダウンより選択】

当てはまるものを以下からそれぞれの項目について選択してください。

1.全くそう思わない

2.あまりそう思わない

3.少しそう思う

4.非常にそう思う

回答欄

回答欄

大きな音や雑然とした光景のような強い刺激がわずらわしいです か？

大きな音で不快になりますか？

強い刺激に圧倒されやすいですか？ 

生活に変化があると混乱しますか？

明るい光や強いにおい，ごわごわした布地，近くのサイレンの音な どにゾッとしやすいですか？

短時間にしなければならないことが多いとオロオロしますか？ 

他人の気分に左右されますか？

競争場面や見られていると，緊張や同様のあまり，いつもの力を発揮できなくなりますか？

多くの人は、精神病院への入院歴のある人を軽視している。

多くの雇用者は、その人に仕事をする資格があるならば、以前精神科患者であった人でも雇うだろう。

多くの雇用者は、他の応募者の方を選んで、以前精神科の患者だった人の応募をけるだろう。

多くの人は、他の誰かを扱うのと全く同じように、以前精神科の患者だった人を扱うだろう。

多くの若者は、精神病院への入院歴がある若い男女とデートしたがらないだろう。

多くの人は、精神病院に入院することは、人としての失敗のしるしだと感じている。

多くの人は、たとえその人がかなり長い期間良い状態を保っていても、以前精神科の患者だった人を子供の世話のために雇わないだろう。

多くの人は、ひとたび、ある人が精神病院に入院したことがあると知ってしまったら、その人の意見をあまり真剣に聞き入れなくなるだろう。

回答欄

多くの人は、以前精神科の患者だった人を親友として喜んで受け入れるだろう。

多くの人は、精神病院への入院歴のある人を平均的な人と全く同じくらい知的であると信じている。

多くの人は、以前精神科の患者だった人を平均的な人と全く同じくらい信用できると信じている。

多くの人は、以前精神科の患者だったが、現在は完全に回復した人を、公立校の幼い子供の教師として受け入れるだろう。

微細で繊細な香り・味・音・芸術作品などを好みますか？ 

美術や音楽に深く感動しますか？
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Q23

未回答！ あなたの特性について、以下の項目はどの程度当てはまりますか？【プルダウンより選択】

当てはまるものを以下からそれぞれの項目について選択してください。

1.全くあてはまらない

2.あまりあてはまらない

3.どちらともいえない

4.ややあてはまる

5.非常にあてはまる

Q24

未回答！ あなたの職場について、以下の項目はどの程度当てはまりますか？【プルダウンより選択】

当てはまるものを以下からそれぞれの項目について選択してください。

1.全くそう思わない

2.そう思わない

3.どちらともいえない

4.そう思う

5.非常にそう思う

回答完了確認

↓完了確認欄 以上でアンケートの設問は終了です。

未回答！ ご回答ありがとうございました。

最後に、左側のセル完了確認欄に”回答完了”の表示が出ていることをご確認下さい。

もし”未回答!”と表示されている場合は、未回答の設問がございますので、お手数ですが該当質問へ回答頂き、”回答完了”

となったことをご確認の上、ご提出をお願い致します。

提出する際は、Excel上部の"ファイル"タブから「名前をつけて保存」を選択し、ファイル名の末尾に回答者コード7ケタを記載の上、保存してください（例：【NRI】調査票_標準版_AA0101L）。

保存したファイルは、下記宛先に、メール添付でご提出ください。

提出先： ●●●

終了

回答欄

仕事は、健康被害を受けない環境で行われる（例、化学物質、ガスなど）。

仕事は清潔な環境で行われる。

職場に過剰な雑音はない。

職場の環境は、温度と湿度の面で快適である。

仕事は、事故が伴う危険性は低い。

回答欄

過去に、私が誰かに付け込んだということがあった。

私は時々、田舎や地方で、または路上にごみを投げ捨てる。

時々、私は何か見返りが期待できる場合にだけ人を助ける。

議論の中で、私は常に客観性を保ち、事実にこだわる。

ストレスを感じているときでも、私は常に、周りの人に友好的で礼儀正しく振る舞う。

誰かと話すとき、私はいつも注意深く、相手の人が言うことに耳を傾ける。
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頁 図表番号

4 1-1

14 2-2

15 2-3

17~20 2-4

21 2-5

22 2-6

24 2-7

25 2-8

66 3-5

66 3-6
勤務環境に応じた神経感受性の高さとOCBIの関

係

ニューロダイバーシティに取り組む意義

タイトル

発達障害の主な種類と特性、強み

海外におけるニューロダイバーシティの話題性

海外におけるニューロダイバーシティへの取組
み

海外におけるニューロダイバーシティの取り組
み方法の例

二次利用未承諾リスト

委託事業名　上記に同じ

報告書の題名　イノベーション創出加
速のためのデジタル分野における
「ニューロダイバーシティ」の取組可
能性に関する調査

受注事業者名　株式会社野村総合研究
所

ニューロダイバーシティに取り組む企業の期待
と成果

オープンチャレンジ就労と従来の採用活動の違
い

Kaien社「クリエイティブコース」で学べること

神経感受性が組織の両利き性およびソーシャル
キャピタルに影響を及ぼすスキーム


